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総括総合研究報告書 

 

 

感染症発生時の公衆衛生的対策の社会的影響の予測及び対策の効果に関する研究 

 

          研究代表者  谷口 清州 （国立病院機構三重病院臨床研究部長） 

 

研究要旨 

 新型インフルエンザ発生時には、病原性・感染力に応じた柔軟な対策をとる必要が

あり、このためにはそれらを含めたリスクを評価する必要がある。本邦におけるインフル

エンザサーベイランスは基本的に外来患者数と入院患者数、そして病原体情報を収

集しており、医療負荷については評価できない。また患者数も分子情報のみで有り、

実際に重症度が高くて入院数が増加したのか、重症度が変わらないが、全体の患者

数が増加したか、特定の年齢層の罹患数増加によるものかは評価できなかった。現状

の発生動向調査における定点からの分母情報の収集、及びすでに分母情報が含ま

れる国立病院機構の DPC・レセプトデータから、医療負荷や重症度が評価できること

が示され、季節性インフルエンザにおいて警戒閾値を設定でき、パンデミックの際の

ベースラインとすることができた。一方では、発生初期にはまだその重症度も感染性も

評価不可能のため、多くの疑い例に対する逐次検査確定と臨床情報の収集、それら

に対する感染対策に混乱を来すことが危惧される。新型インフルエンザ患者の発生早

期の患者情報集約システム、及び国内患者発生時の医療機関、保健所、検疫所にお

ける標準的な感染対策と環境消毒についても検討が進み、事前準備としての抗ウイル

ス薬の備蓄についても検討を開始することができた。 

 

研究分担者 

奥村 貴史 （国立保健医療科学院 研究情報支援研究センター 特命上席主任研

究官） 

田辺 正樹 （三重大学医学部付属病院 医療安全・感染管理部 准教授） 

堀口 裕正 （国立病院機構本部 総合研究センター 主席研究員） 
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松井 珠乃 （国立感染症研究所 感染症疫学センター 第一室長） 

 

Ａ．研究目的 

 2009 年の新型インフルエンザ発生の

際には我が国における犠牲者は世界最

小で済んだとされているが、その総括に

おいては、1）新型インフルエンザ発生時

の行動計画、ガイドラインは用意されて

いたが、病原性の高い鳥インフルエンザ

（H5N1）を念頭に置いたものであったこと、

2）行動計画・ガイドラインは、突然大規

模な集団発生が起こる状況に対する具

体的な提示が乏しかったこと、3）平成 21

年2月のガイドラインの改訂から間もない

時期に発生したことから、検疫の実施体

制など、ガイドラインに基づく対策実施

方法について、国及び地方自治体にお

いて、事前の準備や調整が十分でなか

ったこと、4）パンデミックワクチンの供給

については、国内生産体制の強化を始

めたばかりであり、一度に大量のワクチ

ンを供給できなかったこと、5）病原性が

それ程高くない新型インフルエンザに対

応して臨時にワクチン接種を行う法的枠

組みが整備されていなかったことを反省

点として挙げ、全体的な提言として、1）

病原性等に応じた柔軟な対応、2）迅速・

合理的な意思決定システム、3）地方との

関係と事前準備、4）感染症危機管理に

関わる体制の強化、5）法整備の 5 つを

行っている。世界保健機関（WHO）でも

同様の議論があり、WHO は Pandemic 

Guidance を改訂したが、改訂の基本方

針は Risk assessment に基づく Risk 

management である。日本においても

WHO ガイドラインを踏襲し発生時にリス

クアセスメントを行って病原性・感染力に

応じて柔軟な対策をとることを基本方針

とした。 

 これらを受けて、平成 25年 4月に新型

インフルエンザ等対策特別措置法が施

行、また、同年 6 月に新型インフルエン

ザ等対策政府行動計画 、及び、新型イ

ンフルエンザ等対策ガイドライン の策定

が行われ、新型インフルエンザ等（新型

インフルエンザ及び新感染症）が発生し

た場合の新たな対応方針が示された。 

 本邦において病原性・感染力に応じた

柔軟な対策がとれなかった原因は、1）リ

スク評価を行うこと自体が事前に計画さ

れなかったために、リスクに応じた対応

ができず、あらかじめ決められたガイドラ

インに沿って対応されたこと、2）新型イン

フルエンザ発生時のみのサーベイランス

では過去の季節性の状況と比較できず、

重症度がきちんと評価できなかったこと

などによる。政府の対応方針では病原

性・感染力に応じた適切な対策をとるこ

とが謳われているが、これまでパンデミッ

クの際の疾病重症度や医療機関への影

響を適切に評価する体制ができておら

ず、その評価方法が定まっていないため、



 3

対応方針においては種々の公衆衛生対

策を行うことが計画されているが、それら

の効果や実行したときの社会への影響も

検討されていない。 

 一方、保健医療行政の現場では、対

策に必要な情報を収集するために全数

サーベイランスが行われていたが、患者

情報の管理のために多大な混乱が生じ

た。とりわけ、国内患者発生早期には、

全数報告に伴う情報の収集と報告、検

体の移送と検査結果情報の管理等のた

め、関係各所に多くの負担が掛かった。

こうした状況は、来るべき新型インフルエ

ンザパンデミックにおいても再び発生す

ることが懸念される。 

 また、新型インフルエンザに対する感

染対策や環境消毒のあり方など具体的

な対応策について、発生時に初期対応

を行う「検疫所」、「保健所」、「医療機関」

の関係者間での統一的な検討は行われ

ておらず、また、対応訓練の際の感染対

策（個人防護具着用）のレベルはさまざ

まであり、これらも発生初期の混乱に拍

車をかけたと考えられる。 

 一方では、サーベイランスというものは、

臨床現場からの報告に端を発し、それが

地域単位でまとめられたのち、中央に集

約され、解析・評価・還元されて対策に

活かされる。臨床現場からの正確で迅速

な報告が最も重要であるが、新型インフ

ルエンザ発生時、あるいは季節性インフ

ルエンザであっても流行極期には臨床

現場は非常に多忙であり、その報告の

負担も考慮する必要がある。  

 本研究の目的は、新型インフルエンザ

発生時に、迅速にリスクアセスメントがで

きることを目標として、事前にその枠組み

を作成し、必要な Indicators と季節性イ

ンフルエンザの状況から通常のレベル、

すなわちベースラインを設定し、パンデミ

ック発生時に、迅速にパンデミックのイン

パクトを評価できるサーベイランス体制を

設置しておくことである。また、地域の保

健所、都道府県、厚生労働省との協力

によって初期の疑い症例データマネー

ジメントシステムを開発し、フィールド試

験を行っておくことにより、発生時の迅速

な対応と初期評価に役立てることをもう

一つの目標とし、またその対応時の感染

防御方法、環境消毒のあり方、航空にお

ける感染対策について一定のコンセン

サスを得ておくことにより、新型インフル

エンザ発生時の適切な感染防御につな

げることが可能になるものと考える。すな

わち、本研究班では、特に初期の段階

でのデータマネージメント、リスク評価、

感染防御手法を一連のものとして事前

に準備しておき、またそれらを使用して

事前の体制を構築し、パンデミック発生

時に柔軟で迅速な対応ができるように準

備しておくこと、そしてパンデミックのイン

パクト軽減のために行われる公衆衛生対

策の効果と医療機関への影響を、事前

準備の過程で評価しておくことである。ま
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た、これらは自治体担当者と共有してお

くことも重要で有り、この目的のために自

治体担当者とともに机上演習を行うことと、

事前準備としての抗ウイルス薬の備蓄に

ついての検討も追加して検討を行った。 

 

Ｂ．研究方法 

 本研究では、1）国内における疑い症

例の発生から、確定患者数が数百例に

達するまでの国内患者発生早期におい

て、患者情報並びに検体情報を効率的

に集約・管理し、必要な関係者間で適切

に情報共有しうる体制の確立（初期症例

情報共有システム）、2）新型インフルエ

ンザ等が発生した際に「検疫所」「保健

所」「医療機関」の初期対応時の感染対

策について検討し、手引きを作成する

（初期感染対策の手引き）、3）現状の感

染症法に基づく感染症発生動向調査デ

ータの評価においてリスクアセスメントを

行うことの可能性、制限等を検討し、リス

クアセスメントに必要な指標を考案するこ

と（発生動向調査データの検討）、4）国

立病院機構本部情報分析部が保有する

診療情報分析システムから、リスクアセス

メントに供することができるデータを整備

して抽出するメカニズムを構築すること

（国立病院機構診療情報データベース）、

5）抽出されたデータ分析からリスクアセ

スメントおよび公衆衛生対策の影響と効

果に資することのできる指標を算出して、

新型インフルエンザ発生時に使用できる

ベースラインを設定しておくこと（リスクア

セスメントのための指標の検討）の5つの

サブテーマで検討を行った。それぞれ、

1）奥村研究分担者、2）田辺分担研究者、

3）松井分担研究者、4）堀口分担研究者、

5）谷口分担研究者が主導した。尚、２）

の田辺分担研究者においては、行政的

な必要性から新型インフルエンザ対策の

ためのトレーニングおよび抗ウイルス薬

の備蓄についても検討を行った。 

B-1）初期症例情報共有システム 

 まず、患者情報の集約に向け、新型イ

ンフルエンザ国内患者発生早期の患者

情報迅速収集システムのプロトタイプを

開発し、実効性を検討するために地方

自治体の協力を得て、シミュレーションを

行った。翌年度は、昨年度のシミュレー

ションより抽出した課題の分析と改善策

の検討とを行い、最終年度には、より広

範囲の地方自治体の参加を依頼し、自

治体の体制によるシステムの実効性を検

討した。 

 技術的に、上記の患者情報集約体制

においてシステムが利用している Fax 

OCR エンジンについて、OCR の精度向

上を図るとともに、システムのセキュリティ

アップデートに向けた作業を行った。そ

して、このシステムの保健医療福祉行政

における健康危機を対象とした情報集

約について応用可能性を検討した。 

B-2）初期感染対策の手引き 

 初年度は、初期対応時の感染対策に
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ついて、医療機関、保健所、検疫所の代

表者とともに個人防護具のあり方を中心

に検討し、手引きを作成した。二年目は、

環境消毒のあり方および航空機におけ

る感染対策を検討するにあたり、法令や

文献の検索、学会等への参加による情

報収集のほか、消毒薬のメーカー、航空

関係者からのヒアリングを行なった。また、

この過程で WHO ガイドラインの日本語

訳を作成することとした。一方では、平成

27 年 6 月に韓国の医療機関における

MERS の流行を受け、初期対応時の感

染対策を検討し、CDC、WHO から出さ

れたガイドラインの日本語訳を作成する

こととした。最終的に、新型インフルエン

ザ等に関する机上演習について、演習

資料を改訂し、ファシリテータ向けのガイ

ドを作成し、厚生労働省主催のワークシ

ョップにて実施し評価した。その後、行政

的なニーズから、抗ウイルス薬の備蓄に

ついて科学的なエビデンスの Review を

行った。本研究の実施にあたっては、研

究代表者、分担研究者のほか、国立保

健医療科学院齋藤智也氏、仙台医療セ

ンター臨床研究部西村秀一氏、自治医

大小児科の田村大輔氏の協力をいただ

いた。 

B-3）発生動向調査データの検討 

 現行の感染症発生動向調査データを

もとに、分母情報をともに収集することに

よるリスクアセスメントに必要な情報を収

集できるかの検討を行った。基幹定点医

療機関のうちの一部の協力が得られる

医療機関において、季節性インフルエン

ザシーズンにおいて、総外来受診者数・

総入院患者数（急性期病床利用数）、お

よび患者隔離目的での個室利用患者数、

日毎の外来インフルエンザ患者数、日

毎の入院におけるインフルエンザおよび

その他の疾患における人工呼吸器利用

および ICU の入室状況、1 週間当たりの

看護師・医師等におけるインフルエンザ

罹患数についてのデータ収集を行い、

それぞれの流行を評価した。 

 最終的にWHOのガイドラインに沿った

ベースラインを設定し、これを適用するこ

とが可能化について検討した。 

B-4）国立病院機構診療情報データベ

ース 

 国立病院機構本部総合研究センター

診療情報分析部にて収集されている、

診療情報分析システム（MIA）において、

診療情報に関わる二次データ（レセプト

データ、DPC データ）の整理を行い、解

析に必要なデータを抽出した。初年度は

元データの構造解析とデータベースの

構築を中心に行い、その後は毎年研究

に必要なデータの抽出を行った。これら

のデータは業務上 1 か月に一回の収集

に留まっていたため、より迅速な情報収

集のために、最終年度は、国立病院機

構本部にて開発された SS-MIX2 による

データベースの今後の利用可能性につ

いて検討を行った。 
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B-5）リスクアセスメントのための指標の検

討 

 初年度にデータの基本的な解析を行

い、国立病院機構の DPC・レセプトデー

タが、目的である医療負荷や重症度の

評価に用いることができることを示した。

二年目はデータが利用できるようになっ

た季節性インフルエンザシーズンにおい

て、インフルエンザの外来への負担、入

院病床への負担を評価し、重症度の推

移を解析するとともに、WHOガイドライン

に準じて、季節性流行閾値、平均流行ピ

ーク、警戒閾値を設定して、実際の流行

状況と比較した。B-4 にて抽出されたデ

ータを使用して、流行の指標としてインフ

ルエンザ外来受診者数、総受診患者数

に占めるインフルエンザ患者の割合、医

療機関への影響の指標として総外来受

診者数、時間外外来受診者数とそれに

占めるインフルエンザ患者の割合、イン

フルエンザ患者の新入院患者に占める

割合、インフルエンザ患者による病床占

有率、インフルエンザの重症度の指標と

してインフルエンザ入院患者における酸

素療法施行数、人工呼吸施行数、頭部

CT 施行数などを時系列的に解析した。

これらは全病院における解析に始まり、

二年目から最終年度にかけて、病院機

能別、個々の医療機関別、また今後のリ

アルタイムサーベイランスに応用が期待

されるSS-MIX2を導入して、前日のデー

タが入手できるようになる、基幹的な医

療機関に限った解析も行った。 

 

（倫理面への配慮） 

 システムの開発やその実用性の検討、

感染対策手引きの作成については倫理

的な問題は該当しない。国立病院機構

診療情報分析システムから抽出したデ

ータは、すべて個人情報を含まない集

計データを用いるため、倫理的な問題は

発生しない。また、データの使用に関し

ては、国立病院機構三重病院倫理審査

委員会の承認を受けている。 

 

Ｃ．研究結果 

C-1）初期症例情報共有システム 

 患者情報迅速収集体制の検討におい

ては、初年度にプロトタイプシステムを開

発し、その後情報収集シートの改定、地

方衛生研究所や国立感染症研究所等

において多量の検査結果を一括登録し

うる機能の設計等、システム改修に向け

た計画の策定を行った。患者 ID や検体

ID をいかに効率的に全国的に統一する

かという点において、自治体 ID とシステ

ム ID の共有化を行うなど管理の効率化

が可能となり、システムの改修を行った。 

 Fax OCR エンジンについての精度向

上とセキュリティアップデート作業を行い、

96%前後であった認識精度が 99%に向上

した。これは、Shinsai FaxOCR として無

償公開されている。このシステムは季節

性インフルエンザのサーベイランス、パ
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ンデミック時の住民接種、あるいは SFTS

などの新興感染症の情報収集体制への

応用が可能であることが示唆された。 

 最終年度には、自治体毎の体制の違

いを考慮し、より広範囲の地方自治体の

協力を得て、拡大シミュレーションを行い、

実際に稼働させる際の課題を抽出した。

自治体によって、既存の体制に大きな幅

があること、必ずしも期待されたようにシ

ステムが使用されないことも判明し、今後

自治体向けのトレーニングを行いつつ、

回収していくことの必要性が示唆され

た。 

C-2）初期感染対策の手引き 

 初年度は、関係機関での検討を重ね、

コンセンサスを得た段階で、パンデミック

時の各機関における感染対策のガイドラ

インを作成し、公開した。環境の消毒方

法については、法令、関連通知、および

微生物学的、疫学的なエビデンスを整

理し、それぞれの消毒剤の得失を含め

て資料の整理を行った。 

 航空機における環境消毒について、新

型インフルエンザ等対策ガイドライン 10

において、水際対策に関するガイドライ

ンが定められているが、機体の洗浄・消

毒など具体的な内容は記載されていな

いため、新たに文献レビュー、関係者へ

のインタビューを元にエビデンスを整理

し、2009 年に WHO から「航空における

衛生・公衆衛生ガイド」が出されているた

め、関連部分であるモジュール 2「施設

の洗浄および消毒」の日本語訳を作成し

た。また、2015 年 6 月、韓国において

MERS が流行したことを受け、日本国内

での危機対応として WHO・CDC のガイ

ドラインを邦訳した。 

 地方自治体への新型インフルエンザ

研修の支援として、平成 26 年度研究班

「新型インフルエンザに対する治療の標

準化法の開発等に関する研究」（研究代

表者 国立保健医療科学院齋藤智也）

で作成された研修キットの改良を行った。

本研究班より、田辺、齋藤、谷口がファ

シリテータや全体コーディネーターとして

参加して、平成 28年 1月 28日・29日に

厚生労働省におけるワークショップが実

施された。 

 また最終年度には、現在のパンデミッ

ク事前準備として行われている、抗ウイ

ルス薬の備蓄について、改めて科学的

エビデンスに基づいた評価を開始した。

Peramivir の倍量・倍期間投与のエビデ

ンスについて、文献レビューを行ったとこ

ろ、その効果について明らかなエビデン

スは指摘出来なかった。 

C-3）発生動向調査データの検討 

 協力医療機関にて収集した季節性イ

ンフルエンザシーズンのデータについて

比較検討したところ、総外来患者数に占

めるインフルエンザ患者の割合、急性期

病床利用に占めるインフルエンザ患者

の割合は、発生動向調査による流行状

況や入院サーベイランスと同様の傾向で
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あり、分母情報を入れた解析を行うことで、

より詳細な評価ができることを報告した。

また、スタッフ罹患数のピーク時期はい

ずれの医療機関でも発生動向調査のピ

ーク時期に一致し、医療機関におけるス

タッフCapacity の評価に使用出来るもの

と考えられた。 

 感染症法に基づく発生動向調査定点

からの情報により、WHO のガイドライン

に沿ったベースラインを設定したところ、

この方法を適用出来ることが判明した。 

C-4）国立病院機構診療情報データベ

ース 

 初年度にオリジナルのデータベースの

構造解析により、研究に必要なデータを

抽出するためのアルゴリズムが設定でき

た。これにより季節性インフルエンザの

データを抽出することができた。また、国

立病院機構のなかのプロジェクトの一つ

として行っている SS-MIX2 による情報収

集体制を検討した結果、本研究で行っ

ているのと同様の情報が、より早いタイミ

ングで収集可能であることが判明した。 

C-5）リスクアセスメントのための指標の

検討 

 C-4 においての成果に基づき、季節性

インフルエンザシーズンのデータが解析

可能となった。国立病院機構に属する全

病院のデータから、全病院、慢性期病床

が中心である医療機関を除外した急性

期疾患を中心にみている医療機関、地

域の基幹医療機関にわけて解析を行っ

たが、そのトレンドはほとんどかわらなか

った。 

 毎週のインフルエンザ患者受診者数と

それの総外来患者数に占める割合の推

移から、全体の外来患者に占める割合も、

年末のスパイクも 2014/15 シーズンにて

最大であったが、設定された警戒閾値は

超えていなかった。インフルエンザによる

新入院患者数は、流行を反映して、

2014/15 シーズンに大きなピークを描き、

全新入院患者数に占めるインフルエン

ザ患者の割合のピークも平均 9.8％のと

ころ、13.7％に達し、在院患者数に占め

るインフルエンザ患者の割合のピーク平

均は 12％で、2012/13、2013/14 シーズ

ンでは超えていなかったが、2014/15 シ

ーズンではこれを超えていた。しかしな

がら、WHO ガイドラインにて算出した警

戒閾値は 16％であり、これを超えること

はなかった。インフルエンザ入院例にお

ける、死亡退院数は過去2シーズンに比

して、2014/15シーズンでは大きく増加し

たが、退院患者を分母にとった死亡退院

の割合は、3 シーズンで大きく変わること

はなかった。人工呼吸器施行率は、イン

フルエンザ入院患者の3-4％で2014/15

シーズンは、過去のシーズンよりも低い

値を示した。頭部 CT の施行率はインフ

ルエンザ入院患者の 30-40％にて施行

されていたが、3 シーズンにおいて大き

な変化はなかった。 
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Ｄ．考察 

 2009年のA/H1N1pdm09によるパンデ

ミックにより、これまでの世界、あるいは

日本における新型インフルエンザ対策

に多くの知見と教訓を得た。WHO はパ

ンデミックガイドラインを改定し、本邦に

おいても新型インフルエンザ等対策特

別措置法が施行、また、新型インフルエ

ンザ等対策政府行動計画 、及び新型イ

ンフルエンザ等対策ガイドラインの策定

が行われ、新型インフルエンザ等（新型

インフルエンザ及び新感染症）が発生し

た場合の新たな対応方針が示された。

本研究班はこれらの方針に従い、重症

度に応じた柔軟な対策がとれるように、

新型インフルエンザ発生時に、発生初

期の症例情報マネージメント体制の改善、

感染対策の標準化、そしてリスクアセスメ

ントが可能となるようなサーベイランスの

枠組みとそれによる公衆衛生対策の影

響と効果を検討するために構成された。 

 奥村研究分担者は、「国内における感

染者の発生の状況、動向及び原因の情

報収集」に向け、国内患者発生初期に

おいて典型例や重症例などを数百例に

限定して詳細な情報収集を行なう際の

効率的な情報管理を目標として、

FaxOCR システムを使用した情報集約シ

ステムを開発している。初年度のシミュレ

ーションで示された課題について、自治

体側ですでに構築している感染症対応

の枠組み、国レベルで稼働している

NESID との干渉について、報告に際して

保健所側が利用するシート、検体 ID の

効率的な採番手法、検査結果情報の一

括登録機能については、二年目に関係

者と検討を進め企画としての完成度を高

めることが出来た。最終年度において、

参加自治体を増やしてシミュレーション

を行ったところ、自治体レベルにおいて

細かい手順の違い等が示され今後の改

善計画に結びつけることができた。自治

体レベルの細かな違いを吸収していくた

めには、システムのトレーニングとともに

評価を行っていくことが合理的と考えら

れた。本分担研究にて開発されている

FaxOCR については、システムをオープ

ンソース化し無償配布することで必要な

際に関係者がいつでも利用できる体制

を整えているため、今後も公衆衛生行政

の健康危機への有効活用が可能となっ

ている。 

 田辺研究分担者は、初年度感染防御

について「新型インフルエンザ等」の初

期対応を想定した手引きを作成したが、

新型インフルエンザ等発生時の公衆衛

生対策として環境消毒についての検討

も必要であることから、二年目は航空機

内を含む、環境消毒について検討した。

新型インフルエンザ等発生時に環境消

毒を行なう場合、飛行機の機体など電子

機器を含む環境の消毒も想定されるが、

ウイルスにも効果を有する次亜塩素酸ナ

トリウムは、金属を腐食させる恐れがある、
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またアルコールは引火の危険性がある

ため、実際に環境消毒を行う際には、消

毒薬のスペクトラム以外の観点も考慮に

入れる必要があることが考えられた。また、

感染症法・検疫法にて環境消毒に関す

る規定があり、関連通知も発出されてい

るが、平成16年以降改訂されておらず、

現行の感染症法の枠組みとは合致して

いないことから、これらの行政的な通知

を改訂する必要が示唆された。最終年

度には、パンデミックに備えて抗ウイルス

薬の備蓄について最新のエビデンスを

集めるため、系統的な文献レビューを行

い、厚生労働省新型インフルエンザ等

対策小委員会に資料として提供すること

ができた。 

 松井分担研究者は、現行の感染症発

生動向調査の定点のうち、協力が頂け

た医療機関において、インフルエンザの

発生状況、病床へのインフルエンザ負

荷、そしてスタッフの罹患状況を調査し

た。これにより、世界保健機関（WHO）に

よるパンデミックインフルエンザ危機管理

の暫定ガイドラインに示されている「医療

への負荷」を測る指標を求めるための母

数と、「医療現場での負荷」の指標であ

る医療スタッフのインフルエンザ罹患状

況について、ともに収集可能であること

が示した。これらをもとに、WHO ガイドラ

インに示されているベースラインを算出

適用し、これらの医療機関においてもガ

イドラインによるベースラインが適用可能

であることを示した。また季節性インフル

エンザのデータにより、2014/15 シーズ

ンの方が、2013/14 シーズンより季節性

インフルエンザによる医療現場への負荷

は高かったことが推測されたと報告し、こ

れら分母情報を含んだサーベイランスに

よって医療負荷が評価できることを示し、

疫学情報として、「病原微生物検出情報」

に発表した。 

 国立病院機構本部で全国 143 病院か

ら収集されているDPC・レセプトデータは、

もとよりサーベイランス目的ではないため、

これらからインフルエンザのリスクアセス

メントが可能となる指標を算出するため

に、堀口らは多大な作業と検討を行い、

抽出方法を策定し、季節性インフルエン

ザシーズンのデータを抽出することが可

能となり、このデータ解析により、毎日の、

あるいは週単位でのインフルエンザの外

来受診状況、入院状況、病床占有率、

重症度などを分母付きのデータとして検

討することが可能であることが示された。

これらのデータ解析により、分子情報だ

けでは知り得なかった、医療機関への負

担と重症度が評価できるように成り、より

精密な流行の評価ができると考えられ

た。   

 過去 3 シーズンの季節性インフルエン

ザデータから、流行状況、医療機関負担、

疾病重症度の指標を算出し、WHO ガイ

ドラインに沿った、季節性流行閾値、平

均ピーク値、警戒閾値を設定するととも
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に、3 シーズンの流行と医療負担、重症

度の評価を行った。2014/15 シーズンの

インフルエンザは、流行が早期に開始し

て、感染症発生動向調査の定点サーベ

イランスにおいて流行規模は大きく、入

院サーベイランスにおいては入院例数

が大きいと報告されている。早期に開始

したのは、本データ解析からも疑いのな

い事実であったが、規模自体は過去と

大差なく、短期間に集中したために外来

と入院数が急速に増加したことにより、イ

ンパクトとしては大きかったと考えられる。

また死亡数は実際には多かったものの、

そのウイルスの病原性が高かったり、臨

床的重症度が高かったというエビデンス

はなく、高齢者にて罹患数が大きかった

ため、最終的な入院比率、人工呼吸器

施行数、そして死亡数が大きかったもの

と考えられた。 

 これらから、これまでにインフルエンザ

のサーベイランスは、基本的に分子情報

のみで評価されており、最終的に死亡者

が多かったりすると、今シーズンのインフ

ルエンザでは重症度が高かったのでは

ないかとも考えられることもある。しかしな

がら、分母を同時に解析することによっ

て、死亡者が高かったのは、その罹患年

齢群が、特にハイリスクである高齢者層

で多かったために、インフルエンザウイ

ルスの重症度が高かったというわけでは

なかったというリスクアセスメントがなり立

つのである。 

 また、サーベイランスには、医療機関か

らの報告、保健所での集計・入力、解析

などのプロセスが必要になるが、季節性

インフルエンザの流行期や新型インフル

エンザ発生時などは、医療機関現場は

非常に多忙な状況での報告が求められ

る。一方では、国立病院機構の診療情

報は、業務の一環として行われているも

のであるため、医療現場の医師には新

たな負担は発生しないことは重要な点で

ある。しかしながら、基本的にレセプト情

報であるため収集間隔が 1ヶ月程度ある。

現在、より速いタイミングでこれらのデー

タを収集する枠組みである、SS-MIX2 に

よるデータについても検討が行われ、こ

のデータセットからも今回検討したものと

同様な解析ができることが示された。今

後は SS-MIX2 にデータセットを充実して

いくことにより、新型インフルエンザ発生

時のリスクアセスメントの枠組みが可能で

あると期待される。 

 新型インフルエンザが発生した場合に

は、当初は多数の疑い例が出現し、その

検査確定が要求されるために、2009 年

のパンデミックの際には医療機関や保健

医療行政の現場にはかなり混乱がみら

れた。またその重症度が評価できなかっ

たために、過剰な感染対策、公衆衛生

対策も行われたため、その混乱には拍

車がかけられた。これらのことから、新型

インフルエンザ発生初期には、疑い例の

逐次検査確定と臨床情報の収集、それ
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らに対する感染対策と隔離などの公衆

衛生対策、そして全体としての発生した

新型インフルエンザのリスクアセスメント

を一連のものとして行う必要があり、その

意味で本研究班はright trackにあると考

えられる。 

 今後は、初期症例情報共有システムの

検討をさらに進めて、実際の発生時に実

用可能なレベルまで完成度を上げていく

こと、感染対策の手引きを revise していく

とともに、環境消毒など派生する初期対

応上の他の課題について検討を進めて

いくこと、また国立病院機構の診療情報

分析システムもマネージメントを改善して

いくとともに、その分析できるデータを拡

張し、より短いタイムスパンでの情報収集

の可能性を検討していく必要があり、来

年度以降の検討課題とした。 

 

Ｅ．結論 

 国内の新型インフルエンザ患者の発生

早期においてファックスとウェブを併用す

る患者情報集約システムを開発し、地方

自治体の協力によりシミュレーションによ

って、課題を抽出しシステムの改善をお

こなった。医療機関、検疫所、保健所に

おける標準的な感染防御対策の手引き

に加えて、環境消毒に関する検討を加

えることにより、今後の方向性を示した。

抗インフルエンザウイルス薬備蓄につい

て最新の科学的エビデンスを評価した。

二年目には韓国での MERS 流行を受け

て適時的にガイドライン邦訳を公開した。

今後のパンデミック対策推進のために新

型インフルエンザ研修キットを改良し、厚

生労働省のワークショップを支援した。ま

た、医療機関において分母情報を収集

することによって、医療負荷を評価できる

ことを示し、これらの分母情報を含んで

いる国立病院機構のレセプトデータおよ

びDPCデータは、インフルエンザの重症

度、医療機関への負荷を評価できること

が示唆され、実際により効果的な流行評

価ができることが示された。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 特記事項なし 
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Orphanet, 2015 IEEE International 

Conference on Bioinformatics and 

Biomedicine (BIBM 2015), November 

2015, pp. 938-939 

(2) 田辺正樹．ICT にとって必要な法

令・通知とは．INFECTION CONTROL 

2015 vol.24 No.5 p74-86. 

(3) 田辺正樹．感染対策関連法規．

INFECTION CONTROL 2016 春季増



 13 

刊 p172-184. 

(4) 田辺正樹．わが国の新型インフルエ

ンザ対策.日本胸部臨床 74 巻 12 号 

2015 年 12 月. 

(5) 奥村 貴史,「情報処理と公衆衛生」, 

情 報処理 , Vol. 57, No. 7, 2016, 

pp.648-651. 

(6) 田辺正樹、齋藤智也、安江智雄.次

のインフルエンザ発生に備える!!-新型イ

ンフルエンザの国内発生を想定した研

修 訓 練 -. イ ン フ ル エ ン ザ  vol.17 

No.3(2016-10) p69-74. 

(7) 田辺正樹、岡部信彦.次のインフル

エンザ発生に備える!!-新型インフルエン

ザ発生時の予防接種体制の構築-.イン

フ ル エ ン ザ  vol.18 No.1(2017-1) 

p57-62.2.   

2.  学会発表（27 年度の発表のもの） 

(1) M. Omura, Y. Tateishi and T. 

Okumura, Disease Similarity Calculation 

on Simplified Disease Knowledge Base 

for Clinical Decision Support Systems, 

The 28th International FLAIRS 

Conference (FLAIRS-28), May 2015. 

(2) M. Ito, S. Nakagawa, K. Mizuguchi 

and T. Okumura, Integration of disease 

entries across OMIM, Orphanet, and a 

proprietary knowledge base, The 28th 

International Conference on Industrial, 

Engineering & Other Applications of 

Applied Intelligent Systems 

(IEA/AIE2015), June 2015. 

(3) 田辺正樹、岡部信彦．新型インフル

エンザ等発生時における住民接種体制

の構築について．第74回日本公衆衛生

学会総会(平成 27 年 10 月長崎) 

(4) 齋藤智也,田辺正樹,岡部信彦,坂元

昇.図上演習型医師・行政機関向け新型

インフルエンザ研修・訓練ツールの開発. 

第74回日本公衆衛生学会総会(平成27

年 10 月長崎) 

(5)Tomoya Saito, Masaki Tanabe, 

Diasuke Tamura. Revisions & Advances 

in Pandemic Preparedness in Japan After 

2009 Pandemic. Options IX for the 

Control of Influenza; August 2016; 

Chicago, USA. Final Program. p.264. 

(6)田辺正樹.新型インフルエンザ発生時

の医療体制構築について.第 32 回日本

環境感染学会総会・学術集会 (平成 29

年 2 月神戸) 

 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 特記事項なし 

 

 

 



 

厚生労働科学研究費補助金（新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究事業） 
分担研究報告書 

 
新型インフルエンザ早期国内症例情報集約体制の構築に関する研究 
 

研究分担者 奥村 貴史 
（国立保健医療科学院 研究情報支援研究センター 特命上席主任研究官） 

 

 

研究要旨 
 

2009 年に生じた新型インフルエンザパンデミックにおいて、公衆衛生行政は、
未知の健康危機に効率的に対処することが出来なかった。そこで、新たな新型イン
フルエンザ行動計画において、パンデミックへの備えとして症例の情報を効率的に
集約し管理しうる体制の確立を図ることとなった。本研究分担は、そのために、特
に国内患者の発生初期において、疑い症例と確定症例を含む患者情報を全国レベル
で効率的に集積し共有するための体制についての検討を行うため設置された。 

1 年目の平成 26 年度には、まず、患者・検体・検査結果情報の集約体制をファ
ックスを用いて構築する手法を検討し、プロトタイプシステムを開発した。そのう
えで、新型インフルエンザ対策に関わる関係者を集めたシミュレーションを実施し、
実用化に向けた課題抽出を行った。2 年目には、抽出された課題を元にシステムの
検討を進めると共に、情報集約システムの基盤となる OCR エンジンについて精度
向上を図った。3 年目には、システムを改良したうえで、参加する地方自治体を拡
大したシミュレーションを行い、実用性の実証とさらなる課題抽出を目指した。 
本研究により、新型インフルエンザ患者の国内発生早期において、ファックスを
用いて半自動的に全国的に統一した形で患者情報を集約する手法について、おおま
かな妥当性を確認することが出来た。また、実稼動するプロトタイプシステムを開
発し、今後の活用に向けた基盤整備を行うことが出来た。一方で、「保健所におけ
る患者情報の発生時点より地方自治体と国とが情報共有を行う」手法は、地方自治
体における感染症行政に適用するうえで多くの課題があることが明らかとなった。 
今後、地方自治体側の希望に沿い、国内患者発生初期には各県庁からの患者報告
を行うと共に、患者数の増加に伴い柔軟に保健所側に症例報告の実務を委譲しうる
手法について、検討を進める必要がある。また、より多くの県庁や保健所、地方衛
生研究所の参加を得たシミュレーションを実施し、さらなる実用性の向上を目指す
必要がある。 

 
 
Ａ．研究目的 
 
2009年に生じた新型インフルエンザパンデミ

ックでは、国内各所で次々と発生する患者対

応に際して、保健医療行政に多大な混乱が生

じた。とりわけ、国内患者発生早期には医療現

場に全数報告の義務が課せられていたため、

医療機関は、未知の疾患に対する対策に翻

弄されるなか、様々な情報を保健所へと報告

する必要があった。保健所側では、そうして届

けられる患者情報を整理したうえで医療機関

にコンタクトを取り、さらなる情報収集と検体の

取得、輸送の手配に忙殺された。地方衛生研

究所や国立感染症研究所では、届けられる検



 

体の検査だけでなく、その検体と検査結果の

管理にも多大な労力を要した。厚生労働省で

は、新型インフルエンザ対策推進本部を立ち

上げ、多いときには100名を超える体制で対策

に当たったが、保健所や地方自治体、衛生研

究所から届く多くの情報の管理に様々な課題

が生じた。 

来るべき強毒性の取りインフルエンザパンデ

ミックに向けては、このように弱毒性の豚インフ

ルエンザによるパンデミックで得られた教訓を

最大限に生かし、対策の様々な側面を改善し

ていく必要がある。とりわけ、海外における患者

発生期から国内における症例数が数百例を超

え全数把握方針が解除されるまでの間、国内

における疑い症例を含む多くの患者の情報共

有をいかに効率化するかは、新型インフルエン

ザ対策における初動の成否を決める重要性を

有する。昨年度より施行された新型インフルエ

ンザ等対策特別措置法も、新型インフルエン

ザ患者の「発生状況、動向及び原因の情報収

集並びに調査」を求めており、早期の体制整

備が望まれていた。 

そこで我々は、厚生労働科学研究費新型イ

ンフルエンザ等新興・再興感染症研究事業

「自然災害時を含めた感染症サーベイランス

の強化・向上に関する研究」（松井班）にて、

国内に疑い症例が発生した早期の段階から患

者情報を効率的に扱う体制についての検討を

進めてきた。その結果、ごく簡単なファックス用

紙を用いることで、全国レベルでの症例管理

体制を実現し、患者情報の共有における多く

の懸案を解決しうることが明らかとなった。 

その検討結果を受けて、新たに設置された

「感染症発生時の公衆衛生性政策の社会的

影響の予測及び対策の効果に関する研究」

(谷口班)では、プロトタイプシステムの開発と、

提案手法の有用性の実証に向けたシミュレー

ション、実用化に際した課題の整理に取り組む

運びとなった。本稿では、その 3年間の研究活

動のとりまとめを行う。 

 
Ｂ．研究方法 
 

新型インフルエンザパンデミック時に
は、医療機関から地方自治体、地方自治体
から国という情報の報告ルートに加えて、
医療機関から保健所を経て、地方衛生研究
所、国立感染症研究所へと患者から採取し
た検体が移動することになる。それに伴い、
患者情報と検査結果情報が生じるが、それ
ぞれは各自治体の管理下にある。そのため
に、国は全国レベルで症例の発生状況を把
握する必要がありながらも情報を迅速に
得ることが出来ない問題が生じる。地方自
治体側は、感染症管理のために独自の情報
システムを構築しているケースも少なく
ない。国への報告システムの設置は、デー
タの二重入力を生み、現場の負担を増す。
そこで本研究分担では、保健所が患者情報
の収集に際して利用する「メモ」を国の対
策推進本部にファックスすることで患者
情報の効率的な集約を実現することが可
能か、実践的な検討を進めた。 
まず、初年度に、感染症対応に当たる病
院や地方自治体、厚労省健康局結核感染症
課等、新型インフルエンザ対策にあたる関
係者間での議論を行い、求められる情報収
集体制の具体化を図った。その上で、実際
の健康危機時に使用しうる水準の症例情
報収集システムをプロトタイピングした。
最後に、感染症対策にあたる公衆衛生関係
者の協力を仰ぎ、新型インフルエンザの対
策推進本部や県庁、保健所等を模した環境
でのシミュレーションを実施し、提案の実
用性を検証すると共に改善に向けた課題
の整理を行った。 

2 年目には、プロトタイピングとシミュ
レーションを通じて抽出された課題を元
に、システムの再検討を進めると共に、情
報集約システムの基盤となる OCR エンジ
ンの精度向上に取り組んだ。その過程にお
いて、プロトタイプの改訂作業に加えて、
厚生労働省が運用する感染症情報システ
ム NESID (National Epidemiological 



 

Surveillance of Infectious Disease)と本手
法との統合について、実現性の検討と当局
との調整を行った。さらに、健康危機にお
ける情報集約手法一般についての検討を
行った。具体的には、季節性インフルエン
ザのサーベイランス、行政機関において実
施されている各種審議会の傍聴に関わる
事務の効率化、パンデミックワクチンの予
約システム、診断支援システムからの感染
症情報の収拾等について、検討を進めた。 
最終年度には、ファックスを用いた情報
集約システムを改良したうえで、参加する
地方自治体を拡大したシミュレーション
を行い、実用性の実証とさらなる課題抽出
を目指した。その際、十分な参加者を収容
し、また、各自治体のオフィスを模した環
境を構築するため、有明の丘基幹的広域防
災拠点施設オペレーションルームを借用
し、大規模なシミュレーションを行った。 
 
Ｃ．研究結果 
 

初年度である平成 26 年度には、症例情

報の収集体制に関する基本設計を行った。

患者情報の集約に際しては、全国データベ

ースを構築し保健所に情報入力を依頼する

方式が最も単純で分かりやすい。しかしな

がら、この方式では、いつ生じるかわから

ないパンデミックに向けて全国レベルのシ

ステムを常時運用する必要が生じ、費用対

効果が悪い。そこで、保健所側に詳細な情

報入力を強いるのではなく、保健所に症例

が報告されるタイミングで基本情報のみを

対策推進本部にファックスか Web にて報

告し、提出データをその後の患者情報と検

体の管理に生かす基本方針を定めた。また、

実用性の検証として、2015年 1月 21日に、

国立感染症研究所にて保健所、空港検疫所、

県庁、地方衛生研究所、感染研、厚生労働

省対策推進本部を模した環境を構築し、実

際に感染症の対応に当たる関係者の協力の

もと患者発生シミュレーションを行った。

シミュレーションでは、邦人帰国後の発熱、

空港検疫での検知、海外渡航歴のない国内

患者発生と、実際に想定しうる患者発生シ

ナリオに沿い、患者情報と検体の移動と管

理について検証を試みた。結果として、提

案手法における様々な課題が明らかとなっ

た。たとえば、送付したファックスの確認

手段の必要性や、各自治体で構築している

報告ルートとの干渉の問題等に加えて、シ

ミュレーションそのものの実施手順につい

ても課題が生じた。一方で、国内の新型イ

ンフルエンザ患者の発生早期においてファ

ックスとウェブを併用することで出来る限

り現場に負担をかけずに全国的に統一した

形で患者情報を集約する方向性については、

今後の検証を進める価値があるという関係

者間のコンセンサスを得ることが出来た。  

平成 27 年度には、前年度のフィードバ

ックを踏まえ、情報収集シートの改定、地

方衛生研究所や国立感染症研究所等におい

て多量の検査結果を一括登録しうる機能の

設計等、システム改修に向けた計画の策定

を行った。また、プロトタイプシステムが

利用する OCR エンジンについての精度向

上とセキュリティアップデート作業を行っ

た。合わせて、NESID との統合について、

関係者間での検討と調整を進めた。さらに、

新型インフルエンザパンデミックにおける

国内患者発生初期における各種混乱の軽減

に向けて、各種の情報集約を効率化するた

めのより一般的な手法の検討を行った。i) 

季節性インフルエンザの発生動向の把握に

向けては、現在、全国レベルで定点を用い

た発生動向調査を行っているが、一週間毎

の報告となっている。そこで、迅速な情報

収集策として、診察室において患者数を「正

の字」にてメモしている用紙をそのまま毎

日ファックスして頂くことで、迅速なサー

ベイランスが実現できないか検討を行った。

ii) 行政機関においては各種審議会が実施

されているが、その傍聴事務の効率化にフ



 

ァックス書類を自動的に OCR 処理する手

法が活用できないか検討を行った。iii) 新

型インフルエンザのパンデミック時、新た

に策定された行動計画においては、ワクチ

ンの効率的な住民接種のために各自治体が

ワクチン接種の予約体制を構築することと

されている。しかしながら、日常は利用し

ないシステムを、いつ生じるかわからない

パンデミックの際のために各自治体が独自

に構築し準備することは効率が悪い。そこ

で、「ワクチン接種券を交換可能とする」こ

とでこの問題を効率的に解決しえないか、

経済学者、とりわけ、効率的な資源配分手

法について研究を行っているメカニズムデ

ザイン論の研究者との共同研究を行った。 

最終年度である平成 28 年度には、研究

分担の総括として、症例・検体情報の収集

システムを整備したうえで、国内における

患者発生シミュレーションを行った。その

ために、有明の丘基幹的広域防災拠点施設

オペレーションルームを借用し、「新型イ

ンフルエンザ早期国内症例 情報集約訓練」

を実施した。2017 年 2 月 1 日に実施した

シミュレーションでは、提案手法を参加自

治体のバリエーションを設けた形でチェッ

クできるよう、東京都、首都圏型県、政令

市、地方県と 4 県を設定し、県庁・保健所・

地衛研を中心に合計 11名の派遣を頂いた。

また、厚生労働省より 10 名の参加に加え

て、国立研究教育機関より合計 9 名の参加

を得た。そのうえで、複数の自治体やさま

ざまな組織が存在する環境下で、提案手法

が有効に機能するかの検証を行った。 

 
Ｄ．考察 

 

本研究分担は、新型インフルエンザに対

する行動計画の改訂により必要となった、

「国内における感染者の発生の状況、動向

及び原因の情報収集」に向け、国内患者発

生初期における効率的な情報収集の実現に

向けて開始された。そして、今までの検討

において、自治体側でそれぞれ独自に構築

してきた感染症対応フローと干渉せず、ま

た、過度の報告負担を課さない手法として、

医療機関から保健所が患者発生の報告を受

けた際に「疑い症例登録シート」に記載し、

それをファックスして頂くというシンプル

な手法を提案してきた。これにより、症例

の発生情報に最初に触れることになる保健

所が、県庁への報告と国への報告を統合す

ることで２重報告の負担を軽減すると共に

全国レベルでの症例管理が容易に実現する

ことが期待された。 

しかし、2 度のシミュレーションを通じ

て、提案手法における大きな課題が明らか

となった。まず、最初の症例自体を保健所

から直接報告することは、地方自治体側の

想定するワークフローとは大きく異なり、

自治体側の理解を得ることは困難であるこ

とが明らかとなった。今後の検討に際して

は、県庁からの報告を基本としつつ、「症例

数が急増していくタイミングで、柔軟に保

健所に報告権限を移譲していくことができ

る」という点と、「検体＋検査結果情報のハ

ンドリングが効率化する」という点に絞り、

自治体側の了承を取り付けていくことが合

理的と考えられた。 

2 点目として、報告様式の問題が挙げら

れた。提案した報告様式は、研究班内部で

の長年の議論や国との調整に基づいて策定

した極めて簡単な書式であった。しかし、

自治体側は、より多くの情報を報告しよう

と備考欄等に詳細な記載を加え、それが報

告負担を高めていた。今後の改定に際して

は、さらなるシンプル化を進めることが、

記載に際した解釈上の問題を解決していく

上でもシンプルな解であろうと考えられた。 

3 点目として、システムのアカウント管

理の問題が挙げられた。提案手法では、保

健所等には事前にアカウントを配る代わり

に届出様式を配布し、それがファックスさ



 

れた時点でアカウントを生成し、返信ファ

ックスとして送付する方法を提案した。こ

れにより、対策推進本部側、地方自治体側

双方のアカウント管理負担を軽減しようと

構想していた。しかし、こうしたアカウン

ト管理手法は一般的でないことから、逆に

自治体側の混乱を増す可能性が明らかとな

った。現行の感染症行政においては、県庁・

地衛研にはアカウントを最初から発行・送

付し、そのうえで、必要に応じて保健所等

にアカウントや権限を降ろしていく方式が

合致していると考えられた。 

 

Ｅ．結論 

 

本研究分担では、新型インフルエンザ等

対策特別措置法の成立に伴い対策が求めら

れていた「新型インフルエンザの国内患者

の発生初期において疑い症例と確定症例を

含む数百例の患者と検体の情報を効率的に

集約し必要な関係者間で情報共有を行いう

る体制」の実現に向けて、実践的な検討を

進めた。 

1 年目には、ファックスを用いた患者・検

体・検査結果情報の集約体制の実用性を実

証するため、プロトタイプを開発したうえ

で新型インフルエンザ対策に関わる関係者

を集めたパンデミック対応のシミュレーシ

ョンを行い、実用化に向けた課題抽出を行

った。2 年目には、抽出された課題を元に

システムの検討を進め、情報集約システム

の基盤となるファックス OCR エンジンの精

度向上作業を進めた。3 年目には、システ

ムを改良したうえで、参加する地方自治体

を拡大したパンデミック対応のシミュレー

ションを執り行い、「国内の新型インフル

エンザ患者の発生早期においてファックス

とウェブを併用することで出来る限り現場

に負担をかけずに全国的に統一した形で患

者情報を集約する手法」の実用性の実証と

さらなる課題抽出を目指した。 

本研究分担を通じて、新型インフルエン

ザパンデミックにおける初動対応において、

全国の医療機関や地方自治体からの情報集

約にファックスを活用する手法の妥当性を

示すことが出来た。今後の研究に際しては、

まず、最終年度の結果に基づいて、プロト

タイプの改修を進める必要がある。また、

シミュレーションについても、一箇所に集

まっての演習でなく、それぞれの県庁や保

健所の執務室にいながら遠隔分散型での演

習を検討することが望ましい。これにより、

対象県を増やした環境でのシミュレーショ

ンに加えて、自治体側のワークフローとの

更なるすり合わせが望まれる。その上で、

本研究班が提案した情報集約体制の事業化

と今後の維持・発展体制の確立が望まれる。 

以上の成果に加えて、本研究の副産物と

して、行政内で多用されるファックスを用

いて情報集約を行うFaxOCRシステムの構

築と改良が進んだ。当該システムはオープ

ンソース形式で開発を進めており、国民が

自由に活用することが出来る。また、ワク

チンの効率的な住民接種体制の構築に向け

た検討を進めた。現在、経済学者グループ

と共同し、実用性の証明や実証に向けた研

究を進めている。今後、研究成果の発表を

通じ、提案技術や手法の発展と利用拡大を

図りたい。 
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Ａ．研究目的 
 平成25年4月に新型インフルエンザ等対策
特別措置法（以下、「特措法」） が施行、ま
た、同年６月に新型インフルエンザ等対策政
府行動計画（以下、「政府行動計画」） 、及
び、新型インフルエンザ等対策ガイドライン
（以下、「ガイドライン」） の策定が行われ、
新型インフルエンザ等（新型インフルエンザ
及び新感染症）が発生した場合の新たな対応
方針が示された。 
しかしながら、新型インフルエンザ等発生
時の公衆衛生対策・感染対策に関しては、以
下のような様々な課題がある。 
①新型インフルエンザ等発生時の感染対策
（個人防護具のあり方・環境消毒・航空にお
ける対策）が不明である 
②新型インフルエンザ等発生時の訓練方法
が確立されていない 
③抗インフルエンザウイルス薬の備蓄目標
量設定のための情報が不足している 
④新型インフルエンザ発生時の予防接種（集
団的接種）に関する情報が不足している 
そこで、本分担研究では、（１）新型イン
フルエンザ等が発生した際に初期対応を行
う「検疫所」「保健所」「医療機関」におけ
る感染対策に関する手引きの作成、（２）感
染症発生時の環境消毒、および、航空におけ
る感染対策についての知見の収集、（３）平
成27年の韓国における中東呼吸器症候群
（MERS）の流行を受け、MERS発生時の感
染対策に関する最新のガイドラインの日本
語訳の作成、（４）新型インフルエンザ等に
関する医療従事者と自治体担当者向けの机
上演習資料の開発、（５）抗インフルエンザ
ウイルス薬の倍量・倍期間投与に関する文献
調査、および（６）大規模な新型インフルエ
ンザ予防接種実施計画策定に関するCDCガ
イドラインの日本語訳の作成を行なうこと
とした。 

 
 

Ｂ．研究方法 
 （１）新型インフルエンザ等が発生した際
に初期対応を行う「検疫所」「保健所」「医
療機関」における感染対策に関する手引きの
作成にあたっては、研究代表者、分担研修者
のほか、検疫所、保健所、感染症指定医療機
関関係者、感染管理認定看護師からなる研究
班において研究を行なった。 
（２）環境消毒のあり方を検討するにあたり、
法令や文献の検索、学会等への参加による情
報収集のほか、消毒薬のメーカーからのヒヤ
リングを行なった。また、航空における感染
対策を検討するにあたっては、航空関係者か
らのヒヤリング、文献検索を行ない、WHOガ
イドラインの日本語訳を作成することとし
た。 
（３）平成27年6月に韓国の医療機関におけ
るMERSの流行を受け、初期対応時の感染対策
を検討し、WHO１, CDC２から出されたガイド
ラインの日本語訳を作成することとした。 
（４）新型インフルエンザ等に関する机上演
習については、新型インフルエンザ等に関す
る医療従事者と自治体担当者向けの机上演
習ツールに新たな設問、および、ファシリテ
ータ向けのガイドを作成した。また、この机
上演習素材を厚生労働省主催のワークショ
ップにて実施し評価した。 
（５）抗インフルエンザウイルス薬の倍量・
倍期間投与に関して、新型インフルエンザ患
者を季節性インフルエンザ患者に置き換え、
抗インフルエンザウイルス薬は、ラピアクタ
®として、和文および英文にて文献検索を行
なった。 
（６）新型インフルエンザ発生時の大規模な
集団的予防接種体制構築に関する参考とな
るよう、CDCガイドライン（Guidelines   
for Large-Scale Influenza Vaccination  
Clinic Planning）３の日本語訳を作成する
こととした。 
 
 

研究要旨 

新型インフルエンザ等発生時の公衆衛生対策・感染対策検討の一環として、
（１）新型インフルエンザ等が発生した際に初期対応を行う「検疫所」「保健
所」「医療機関」における感染対策に関する手引きの作成、（２）感染症発生
時の環境消毒のあり方、および、航空における感染対策についての知見の収
集、（３）中東呼吸器症候群（MERS）に関するCDC、WHOガイドラインの
日本語訳の作成、（４）新型インフルエンザ等発生を想定した机上訓練資料の
更新、（５）抗インフルエンザウイルス薬（ペラミビル）の倍量・倍期間投与
に関する文献調査、および（６）大規模な新型インフルエンザ予防接種実施計
画策定に関するCDCガイドラインの日本語訳の作成を行った。 



Ｃ．研究結果 
（１）新型インフルエンザ等が発生した際に
初期対応を行う「検疫所」「保健所」「医療
機関」における感染対策に関する手引き 
新型インフルエンザ等発生時の初期対応
に関する感染対策の手引きを作成した。本手
引きでは、特措法上の感染症である世界的大
流行（パンデミック）を起こす新型インフル
エンザおよび新感染症（新興急性呼吸器感染
症を想定）を対象とし、WHOガイドライン  
（Infection prevention and control of  
epidemic-and pandemic-prone acute      
repiratory infections in health care）４

等を参考に整理した。 
新型インフルエンザ等に対する感染対策
は、新型インフルエンザの場合と新感染症の
場合で異なると考えられるが、発生当初は、
臨床状況（罹患率・致命率等）、感染経路と
も不明であることが多いと考えられ、当初は、
標準＋空気＋接触予防策を行い、状況が判明
次第、季節性インフルエンザ類似の対応（標
準＋飛沫予防策）、あるいは、鳥インフルエ
ンザ類似の対応（標準＋飛沫＋接触予防策）
へ対応を下げる方策が想定された。【手引き
は、平成26年度報告書および三重大学病院の
webサイト５に掲載】 
 
（２）感染症発生時の環境消毒、および、航
空における感染対策について 
①感染症発生時の環境消毒 
感染症法上の一類～四類感染症及び新型
インフルエンザ等感染症並びに検疫感染症
発生時には、感染症法・検疫法に基づき消毒
が行なわれる場合がある。 
具体的な消毒方法については、平成16年1月
30日付け厚生労働省結核感染症課長通知「感
染症法に基づく消毒・滅菌の手引きについて」
（健感発第0130001号）及び平成16年3月31日
付け厚生労働省結核感染症課長通知「感染症
の患者の移送の手引きについて」（健感発第
0331001号）において周知されており、法令
に基づく消毒を行なう際には、これら関連通
知に基づいて対応を行うことになる。 
しかしながら、上記通知は、平成20年の感
染症法改正（平成20年法律第30号）にて、新
型インフルエンザ等感染症が感染症法の新
たな類型として規定される以前に発出され
たものであり、感染症法上の類型に関しても
現行とは異なる内容となっており、改訂が望
まれる。 
感染症対策における環境整備を検討する
上では、洗浄（cleaning）と消毒  （disinf
ect）の両者を考慮に入れる必要があり、ま
た日常清掃と感染症発生時の消毒を分けて
考えることも重要である。 
消毒薬の選択に関しては、「殺菌効果」「殺
菌時間・接触時間」「安全性」「使いやすさ」
「その他の因子（カスタマーサポートや費用
など）」の５つの重要な考慮点があるとされ
ている６。環境消毒に用いられる消毒薬には、
次亜塩素酸ナトリウム、アルコール、第４級

アンモニウム塩、両性界面活性剤などがある
が、スペクトラム的には、次亜塩素酸ナトリ
ウムが最も広く、次いでアルコールとなり、
第４級アンモニウム塩・両性界面活性剤はス
ペクトラムが狭い。スペクトラムとは別に、
環境に消毒薬を用いる際には、金属腐食性や
引火性、洗浄作用の有無なども考慮に入れる
必要がある。 
 特措法は、「新感染症」を対象としており、
インフルエンザ以外の微生物が原因となる
場合も想定されるため、未発生期の時点で最
も適切な消毒薬を選定することはできない
が、日本で環境消毒に用いられることが多い、
「次亜塩素酸ナトリウム」、「アルコール」、
「第４級アンモニウム塩・両性界面活性剤」
の中で考えた場合、インフルエンザ流行期に
おける日常清掃の範疇では、「水や洗浄剤」
による清拭のほか「第４級アンモニウム塩・
両性界面活性剤」も洗浄・消毒薬として使用
される場合もありえる。しかし、致命率が非
常に高く十分な消毒を期待する場合、スペク
トラム的には「アルコール」または「次亜塩
素酸ナトリウム」が推奨されることになると
思われる。 
インフルエンザ以外のウイルスを想定し
た場合、アルコールが有効であれば、「アル
コール」も使用可能と考えられるが、エンベ
ロープの無いウイルスなどの場合、アルコー
ルの効果が不十分になることもあるため、よ
り確実な消毒を行なう場合は「次亜塩素酸ナ
トリウム」が適応される可能性があると思わ
れる。しかしながら、「アルコール」や「次
亜塩素酸ナトリウム」を広範囲に用いる場合、
金属腐食性や材質劣化等を引き起こす可能
性がある点も考慮に入れておく必要がある。 
 実際に「新型インフルエンザ等」が発生し
環境消毒を行なう場合、「微生物の特性（致
命率・罹患率・環境での生存期間・環境を介
した感染リスク・消毒剤の効果など）」「発
生時期（発生早期かまん延期か）」「環境消
毒を行なう場所（医療機関内・搬送車・公共
機関等）」など種々の要因によって異なって
くるため、環境消毒を行なう必要性を勘案し
た上で、スペクトラム的に効果があり、可能
であれば消毒すべき環境への影響(損傷等) 
が少ない消毒薬を選択することが望ましい。
【詳細は平成27年度報告書に掲載】 
 
②航空における感染対策について 
新型インフルエンザ等対策ガイドライン
において、水際対策に関するガイドラインが
定められているが、機体の洗浄・消毒など具
体的な内容は記載されていない。 
 2009 年に WHO から「航空における衛生・
公衆衛生ガイド」７が出されているため、関
連部分であるモジュール 2「施設の洗浄お
よび消毒」の日本語訳を作成した。【平成
27年度報告書に掲載】 
 

 
 



（３）中東呼吸器症候群（MERS）発生時の感
染対策 
2015年6月、韓国においてMERSが流行したこ
とを受け、日本国内での発生に備えて種々の
対応が行われた。韓国においては、医療機関
内でアウトブレイクを認めたことから院内
感染対策・患者搬送時の感染対策が課題とし
て挙げられた。 
日本では2014年7月に「中東呼吸器症候群（M
ERS）・鳥インフルエンザ（H7N9）に対する院
内感染対策」、「中東呼吸器症候群（MERS）・
鳥インフルエンザ（H7N9）患者搬送における
感染対策」が国立感染症研究所・国立国際医
療研究センター病院から発出されていたが、
韓国でのMERS流行を受け、WHO、CDCにおいて
ガイドラインの改訂が行なわれたため、日本
語訳を作成した。【平成27年度報告書および
三重大学病院のwebサイト５に掲載】 
 
(４）机上演習の開発について 
 平成 26年度厚生労働科学研究班「新型イ
ンフルエンザに対する治療の標準化法の開
発等に関する研究」（研究代表者 国立保健
医療科学院齋藤智也）で作成された研修キッ
トの改良を行った。予防接種に関する設問を
新たに追加し、また、ファシリタータ向けの
資料を作成した。【平成 27 年度報告書に掲
載】 
 なお、本研究班で作成した机上演習ツール
は、平成28年・平成29年に厚生労働省が主催
するワークショップにおいて活用された。 

 

（５）抗インフルエンザウイルス薬の倍量・
倍期間投与に関する文献調査 
「ペラミビル」もしくは「ラピアクタ」を
基本検索単語として、さらに「倍量」「倍期
間」等の他の単語を掛け合わせて和文にて文
献検索を行ったが、倍量・倍期間での治療法
に関してRCT(Randomaised-Control Trial)、
Double-Blind(DB)をベースとした介入研究
はなかった。 
英文検索では15文献が抽出されたが、動物
実験、薬物動態試験、投与方法の検討、健康
成人への感染実験、他剤の比較研究、総説等
のため13論文が除外された。重症患者が対象
ではないものの、季節性インフルエンザにお
ける倍量・倍期間の有効性を評価した文献は
2つ確認できたが、RCT、DBにて、季節性イン
フルエンザ重症患者に対する倍量・倍期間投
与での有効性を評価できる文献は英文でも
確認できかなかった。【詳細は平成28年度報
告書に掲載】 
 
（６）大規模な新型インフルエンザ予防接種
実施計画 
大規模な集団的なインフルエンザ予防接
種を計画する際の参考となるよう、 2015年
12月16日にCDCが策定したガイドライン：  
Guidelines for Large-Scale Influenza   
Vaccination Clinic Planningの日本語訳を
作成した。【平成28年度報告書に掲載】 
 
 
 

・検疫所、医療機関、保健所の担当者を交え、イラストを用いた手引きを作成した
・文献検索、消毒薬メーカー、航空関係者のヒヤリングを行い、環境消毒、航空における感染対策のあり方
を整理した
・韓国の医療機関でのMERS拡大を受け、CDC、WHOの改定ガイダンスを迅速に翻訳・公開した

新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究事業（平成26-28年度）
「感染症発生時の公衆衛生対策の社会的影響の予測及び対策の効果に関する研究」（研究代表者 谷口清州）

分担研究「新型インフルエンザに対する公衆衛生対策・感染対策に関する検討」（分担研究者 田辺正樹）

【課題１】新型インフルエンザ等発生時の感染対策（個人防護具のあり方・環境消毒・航空における対策）
が不明である

・対策立案の一助となるようCDCガイドライン（Guidelines for Large-Scale Influenza Vaccination 

Clinic Planning）の翻訳をした

【課題３】新型インフルエンザ発生時の予防接種（集団的接種）に関する情報が不足している

・新型インフルエンザ発生を想定した開発した机上訓練ツールを改定し新たな設問を作成し、厚労省主催の

ワークショップにて実施し評価をおこなった

【課題２】新型インフルエンザ発生時の訓練方法が確立されていない

・重症患者に用いられることの多いペラミビル（ラピアクタ®）について、倍量・倍期間投与に関する文献検
索をおこなった

【課題３】抗インフルエンザウイルス薬の備蓄目標量設定のための情報が不足している



 
 

Ｄ．考察 
 新型インフルエンザ等の発生に備え、特措
法・政府行動計画及びガイドラインが策定さ
れたが、具体的な公衆衛生対策・感染対策に関
して検討すべき内容は多く残されている。 
本研究班では、新型インフルエンザ等発生
時に対応を行う医療関係者・行政関係者の参
考となるよう、種々の課題に対して、手引きの
作成、文献検索・整理、CDC・WHOガイドライン
の翻訳等を行なった。 
新型インフルエンザ等発生時の個人防護具
について、「検疫所」「保健所」「医療機関」
の関係者間での検討し、イラストを使って簡
便な形で整理できたため、訓練時や実際に発
生した際に参考となる資料が作成できた。 
感染症発生時の環境消毒のあり方や航空に
おける感染対策について、法律的な側面があ
り、手引き等の形で整理することは困難であ
るが、既存の資料を整理することで、課題も抽
出できたと考えられる。 
韓国でMERSが流行した際、幸い日本での症
例は見られなかったものの、迅速にWHO、CDCの
ガイドラインを翻訳しweb上で公開したこと
で、各施設における感染対策を検討する上で
参考となる資料が提供できたと考えられる。 
予防接種対策については、机上訓練の中に
予防接種の課題を入れることや、CDCの大規模
予防接種計画ガイドラインの翻訳により、日
本で特定接種・住民接種の具体的な計画を検
討する際の参考となる資料が提供できた。 
また、抗インフルエンザウイルス薬の備蓄
に関する検討について、本年度は、ラピアクタ
を対象として、文献整理を行なった。他の抗イ
ンフルエンザウイルス薬についても同様に整
理していくことが今後求められる。 
 
Ｅ．結論 
新型インフルエンザ等発生時の公衆衛生対
策・感染対策検討の一環として、現行の課題を
もとに多方面にわたって検討し手引き等の成
果物を作成することができた。 
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Pandemic Preparedness in Japan After 
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１ WHO. Infection prevention and control during health care for probable or confirmed cases of Middle East 
respiratory syndrome coronavirus (MERS-CoV) infection. Interim guidance. 
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２ CDC. Interim Infection Prevention and Control Recommendations for Hospitalized Patients with Middle East 
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新型インフルエンザ発生時リスクアセスメントに必要な情報収集のメカニズム開発に関する研究 
 

研究分担者 国立感染症研究所感染症疫学センター 松井珠乃 
研究協力者 国立感染症研究所感染症疫学センター 高橋琢理 
研究協力者 国立感染症研究所感染症疫学センター 砂川富正 
研究協力者 国立感染症研究所感染症疫学センター 大石和徳 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

Ａ．研究目的 
 新型インフルエンザの発生時、各自治体に
おいて特措法に基づく対策のレベルを決定
する折には、重症度、伝播力、医療への負荷
をタイムリーかつ継続的に評価する必要が
ある。感染症発生動向調査は新型インフルエ
ンザ発生時にもリスクアセスメント（以下、
RA）の基盤となる情報を与えるが、それを補
完するための情報が必要であることも2009
年のパンデミックの経験からは明らかであ
る。特に、感染症発生動向調査は、当該患者
数のトレンドを把握するにはよいツールで
あるが、たとえば外来患者総数などいわゆる
分母情報が得られておらず、当該疾患の患者
数の情報の解釈が限定的となるのが制限で
ある。これまで、新型インフルエンザ発生時
に適切なRAを行うために、季節性インフルエ
ンザの流行時において、RAに必要な情報収集
のメカニズムを整理する。また、それらの情
報を元に、具体的なRAの指標となるベースラ
インを設定する手法を明確にする。このよう
な取り組みを通して、季節性インフルエンザ
のベースライン情報を蓄積することができ、
新型インフルエンザの発生に備える。 
 
Ｂ．研究方法 
 B-１．基幹定点医療機関における医療負荷 
基幹定点医療機関のうちの一部の協力が
得られる医療機関において、医療への負荷に
焦点をしぼって、現在のインフルエンザ入院
サーベイランス情報に付加して収集すべき
情報項目の洗い出しと、この情報収集におけ
る課題を明確にするため、協力医療施設担当
から週一回以下の情報をとりまとめ、研究協
力者に付することとした。 
１）日毎の外来・入院の患者数とそのうち
のインフルエンザ患者数 

２）日毎のインフルエンザおよびその他の
疾患における人工呼吸器利用およびICU
の入室状況 
３）1週間あたりの看護師・医師等におけ
るインフルエンザ患者数 
なお、各医療機関で収集する情報は、医療
機関同士の比較ではなく、同一医療機関内の
ベースライン設定を念頭に置いて実施する
こととした。そのため、上記1）日毎の外来
インフルエンザ患者数の定義は、抗インフル
エンザ薬の処方者数、カルテ病名にインフル
エンザと記載があった者の数、インフルエン
ザウイルス迅速検査陽性者数など、各協力医
療機関の現状に合わせて定めることとした。
また、1）、2）は、指標算出のため、分母情
報となる総外来受診者数・総入院患者数（急
性期病床利用数）、および患者隔離目的での
個室利用患者数をあわせて報告することと
した。疫学センターの担当者は、各シーズン
について報告データをグラフなどにまとめ、
それぞれの協力医療機関と自治体に還元し
た。なお、報告期間は2013/14シーズン、20
14/15シーズンは1月～3月、2015/16シーズン
は前年12月～3月とした。 
こうして報告された2013/14シーズンから
2015/16シーズンのデータのうち、2013/14
シーズンと2015/16シーズンにおける、当該
医療機関における週あたりのインフルエン
ザ患者数を元に、WHOの提唱するインフルエ
ンザ負荷の閾値設定法（WHO. WHO Global Ep
idemiological Surveillance Standards fo
r Influenza (2013) 以下、PISA法）によっ
て閾値の導入を試みた。その後、2014/15シ
ーズンの週あたり外来患者数について、求め
られた閾値に対する評価を試みた。 
 
B-２．入院サーベイランスの特性 

研究要旨 新型インフルエンザ発生時に適切なリスクアセスメント（以下、RA）を行うため
には季節性インフルエンザの流行時において、RAに必要な情報収集のメカニズムを整理して
おく必要がある。このため、基幹定点医療機関における医療負荷の把握方法の検討と、入院
サーベイランスの特性分析を行った。その結果、基幹定点医療機関の医療負荷把握の実現可
能な方法論が整理され、入院サーベイランスの特性分析からは感染症発生動向調査データに
追加情報を付加することでよりよい解釈が行える可能性が示された。また、基幹定点医療機
関における医療負荷の把握方法の検討として、各医療機関の複数年におけるインフルエンザ
による外来患者数データを元に、ベースライン設定の検討を行った。設定したベースライン
を当てはめることで外来患者数の推移について検討し、その結果、ベースラインの設定が可
能であることを確認し、基幹定点医療機関の医療負荷把握の実現可能な方法論が整理された。 



感染症発生動向調査事業により基幹定点
医療機関から収集されているインフルエン
ザ入院サーベイランスデータにおいて、国立
病院機構から収集されている情報の特性を
解析し、今後、国立病院機構全体から得られ
るデータを感染症発生動向調査と合わせて
解釈するうえでの基礎的なデータとして、イ
ンフルエンザ入院サーベイランスに報告の
あった医療機関をリスト化し、国立病院機構
に所属する医療機関とそれ以外の医療機関
とに分けた。インフルエンザ入院サーベイラ
ンスで報告された2011/12シーズン～2013/1
4シーズンを対象とし、国立病院機構に所属
する医療機関からの報告とそれ以外の医療
機関からの報告とに分類した。それぞれの報
告における入院総数、入院時におけるICU入
室、人工呼吸器、頭部CT/MRI、脳波の利用状
況について、シーズン別・年齢群（0-14歳、
15-59歳、60歳以上）の報告数を記述した。
また、それぞれの報告数の比を期待値とした
カイ二乗検定（有意水準5%）により特性の違
いを分析した。 

 
（倫理面への配慮） 
 １．の基幹定点医療機関における医療負荷
に関する情報収集の研究については、国立感
染症研究所倫理委員会による研究計画の承
認を受け、それに従った。２．の感染症発生
動向調査事業で収集されたデータに関する
分析は、法律の規定に基づき実施される調査
の個人情報を含まない既に集計された結果
のみを用いた。 
 
Ｃ．研究結果 
C-１．基幹定点医療機関における医療負荷 
 地域の異なる4基幹定点医療機関から報告
をうけた。図1に週毎のA病院インフルエンザ
外来患者数及びA病院を含む地域医師会にお
けるインフルエンザ患者数を示した。上段が
2015年、下段が2014年である。2014年は第7
週にピーク（41人）があり、2015年は第1週
にピーク（88人）があった。図2に日毎の外
来患者数を示した。2014年は調査期間中で1
0人を超えることがなかったが、2015年は年
末・年始にかけて10名を超えるインフルエン
ザ外来患者があり、第1週の2014年12月31日
がピーク（19人）であった。 
 図2に日毎のインフルエンザ急性入院病床
利用数を示した。2014年が5床以下であった
のに対し、2015年は8床以下であった。 
図3に週毎の看護師・医師等におけるイン
フルエンザ患者数を示した。2014年は第4週
がピーク（8人）であったが、2015年は第1
週がピーク（14人）であった。 
こうして得られた協力医療機関A・B・Cに
おける総外来患者数に占めるインフルエン
ザ外来患者数の割合、急性期病床に占めるイ
ンフルエンザによる入院患者数の割合、スタ
ッフのインフルエンザ罹患数について、それ
ぞれピークにおける週当たりの割合とその
期間を表1に示す。シーズンで比較すると、
総外来患者数に占める割合・急性期病床利用
に占める割合とも、2014/15シーズンの方が

ピークのみられる時期が早かった。また、ど
ちらの割合のピーク値も、すべての医療機関
において2014/15シーズンの方が高かった。
いずれの医療機関でも総外来患者に占める
インフルエンザ患者の割合は、一般の外来が
休みとなる土曜日・日曜日・祝日・年末年始
で高くなり、ピークも同様であった。 
スタッフ罹患数のピーク時期はいずれの
医療機関でも2014/15シーズンの方が早く、
医療機関A・Cは2014/15シーズンが週当たり
の罹患数が多かった。医療機関Bは2013/14
シーズンに職場内のアウトブレイクが確認
され、週当たりの罹患数が多かった。 
これらのデータを元に、PISA法に従い、2
013/14シーズンおよび2015/16シーズンの週
ごとのインフルエンザ外来患者数について、
ピークを揃え平均化し、平均ピーク曲線を得
た。A病院では、このピーク週は第6週であり、
ピークの平均値は36.5であった。また、平均
ピークの上側95％信頼値を求めたところ、9
3.7であった。これらから、Alert Threshol
dを94、High Thresholdを36.5に設定した。
図5に示す。2014/15シーズンの同医療機関の
週ごとのインフルエンザ外来患者数データ
をこれらの閾値に当てはめ、評価した。201
4/15シーズンの最大値は88であり、得られた
Alert Thresholdよりは低く、High Thresho
ldよりは高かく、Highの評価となった。 
一方、B病院においては、ピーク週は第6
週であり、ピークの平均値は133.5であった。
また、上側95％信頼値は283.1であった。20
15/16シーズンのみ、通年でインフルエンザ
外来患者数の提供を受けた。これにより、シ
ーズン全体を通しての平均・中央値が算出可
能であった。シーズン中の週ごとのインフル
エンザ外来患者平均値は19.8、中央値は5で
あった。これらの結果から、Alert Thresho
ldを283、High Thresholdを134、Moderate 
Thresholdを20、Seasonal Thresholdを5に設
定した。図6に示す。2014/15シーズンの同医
療機関の週ごとのインフルエンザ外来患者
数データをこれらの閾値に当てはめ、評価し
た。2014/15シーズンの最大値は254であり、
得られたAlert Thresholdよりは低く、High 
Thresholdよりは高かったため、Highの評価
が得られた。 
 
C-2．入院サーベイランスの特性 
インフルエンザ入院サーベイランスは全
国約500の基幹定点医療機関から報告される。
国立病院機構に属する143の医療機関のうち、
基幹定点に含まれる医療機関（以下、国立病
院機構）は25医療機関(約5%)であった。地域
的な特性としては、うち64%が中国四国九州
地方であった。 
 2011/12～2013/14シーズンの3シーズンに
おける全報告数（ゼロ報告を除く）は31705
例であり、国立病院機構は1506例、国立病院
機構以外は30199例であった。 
 国立病院機構における入院総数、入院時に
おけるICU入室、人工呼吸器、頭部CT/MRI、
脳波の利用状況について、シーズン別・年齢
群（0-14歳、15-59歳、60歳以上）の報告数



は表2のとおりであった。また、国立病院機
構以外の医療機関における報告数は表3のと
おりであった。 
 また、これらの報告数について、国立病院
機構と国立病院機構以外の医療機関におけ
る入院時医療利用状況の年齢群別カイ二乗
検定を行った結果は表4のとおりであった。 
 
Ｄ．考察 
D-1基幹定点医療機関における医療負荷 
2014年と2015年のデータの比較から、図1
及び図2に示されたように、今シーズンのイ
ンフルエンザ流行が年末から年始にかけて
ピークを迎え、ピーク時のインフルエンザ外
来患者数は2014年よりも多かったことがわ
かる。また、図3に示した看護師・医師等に
おけるインフルエンザ患者数も2015年の第1
週に集中がみられ、2014年は2015年と比較し
て医療負荷が大きかったことが推測される。
また、図1より、地域医師会におけるインフ
ルエンザ患者数とA病院における週毎の外来
患者数は並行して推移しており、A病院の外
来インフルエンザ患者数は地域の流行状況
をある程度反映しているものと考えられる。
ただし、日毎の外来患者数のグラフを見ると、
A病院は週末や祭日に患者数が増えるパター
ンをとっており週毎の解析のほうがトレン
ドを理解しやすいことがわかる。また、A病
院においてインフルエンザ入院患者数とイ
ンフルエンザ外来患者数のグラフを比較す
ると、増減について必ずしも同じ傾向を示し
ておらず、地域における医療施設の役割を考
慮した解釈が必要であることがわかる。また、
インフルエンザによる人工呼吸器使用数、I
CUの入室数はごく少数で、これは季節性イン
フルエンザにおける医療負荷のベースライ
ンとして貴重な情報であると考える。 
なお、研究期間を平均的な流行開始時期で
ある1月～3月と設定したが、2015年は流行が
前年12月より始まり、本研究では流行の立ち
上がりからピークまでをとらえることがで
きなかった。協力医療機関から、本研究によ
るデータ収集・報告の負荷は小さいため、実
施期間を繰り上げる等の対応も可能である
とのコメントも得られているため、調査期間
の再設定を行った。本研究で整理し、用いた
情報収集の枠組みにより、世界保健機関（W
HO）によるパンデミックインフルエンザ危機
管理の暫定ガイドラインに示されている「医
療への負荷」を測る指標を求めるための母数
と、「医療現場での負荷」の指標である医療
スタッフのインフルエンザ罹患状況につい
て、ともに収集可能であることが示された。 
今回対象とした医療機関においては、総外
来患者に占めるインフルエンザ患者の割合
は患者の受診行動変化を示唆する曜日等に
よる影響を大きく受け、また、一般の外来が
休みとなる週末などではどうしても急性疾
患としてのインフルエンザの割合が増加し
ていた。このため、インフルエンザ患者数の
動向把握には、週ごとの分析、あるいは一般
外来におけるインフルエンザ患者の実数に
着目した方が妥当と考えられた。一方、急性

期病床に占めるインフルエンザ入院患者に
は曜日の影響はみられなかったことから、実
数ではなく割合に着目する方法で妥当と考
えられた。 
2シーズンのピークの比較では、2014/15
シーズンの流行の立ち上がりが早く、その患
者数が多いことが示された。これは全国の定
点サーベイランスによる傾向と同様であっ
た。また、入院（急性期病床）に占めるイン
フルエンザ患者の割合は、A～Cの医療機関す
べてにおいて2014/15シーズンの方が高く、
全国の入院サーベイランスで2014/15シーズ
ンに報告が多かったことと同様の傾向であ
った。 
スタッフの罹患数について、A・Cの医療機
関では2014/15シーズンの方が罹患数は多か
ったが、B医療機関でのみ2013/14シーズンの
スタッフ罹患数ピークが高かった。これはB
医療機関での職場内でのアウトブレイクを
反映しているものであり、アウトブレイクが
発生した場合には、一定した負荷の動向をみ
ることが困難となる可能性が示唆された。な
おB医療機関においては、その後、感染対策
が徹底されたとの報告があり、本研究によっ
て定期的に実施された院内スタッフの罹患
状況把握が対策に繋がったと考えられる。 
以上の結果から、A～Cの医療機関すべてに
おいてインフルエンザ入院の割合ピークが
高く、また時期も早く、かつスタッフの罹患
数ピークの高さ（アウトブレイクのあった医
療機関Bを例外とする）やピーク時期の早か
った2014/15シーズンの方が、2013/14シーズ
ンより季節性インフルエンザによる医療現
場への負荷は高かったと推測された。 
2医療機関を例として、2013/14シーズンか
ら2015/16シーズンのデータのうち、2013/1
4シーズンと2015/16シーズンにおける、当該
医療機関における週あたりのインフルエン
ザ患者数を元に、PISA法に従って閾値を設定
した。データの提供は医療機関ごとに異なっ
ており、医療機関Aは流行期間のみの提供で
あったのに対し、医療機関Bは2015/16シーズ
ンのみ通年データの提供を受けた。 
PISA法の基本手順としては、シーズンのピ
ークを揃え、その平均値を求めることでAla
rtとHigh thresholdを求めることが可能で
ある。このため、A病院のような、流行期間
に限られたデータからもAlart thresholdと
High thresholdの2つの重要な閾値を求める
ことができた。一方、B病院のように、通年
でのデータ取得を行った場合には、流行開
始・終了の指標となるSeasonal threshold
も設定可能となることが示された。これより、
各医療機関が必要とする閾値と、医療機関に
おけるデータ取得コスト・運用可能性等を総
合的に判断しながらデータ収集期間を定め、
閾値の活用に繋げることが可能であること
が示唆された。 
PISA法の長所として、このように限られた
データからも、容易に閾値を設定可能なこと
がある。医療負荷の評価及び、リソースの最
適な配分については、線形計画法などを発展
させた方法などが提案されている。しかし、



その計算方法は高度な数学的知識を求めら
れるため、PISA法のように簡便ではない。そ
のため、各医療機関がそれぞれに必要とする
閾値を求め、現場で活用する場面を想定する
とその導入には解決すべき課題が多いと考
えられる。 
なお、本稿で示した例は、3シーズンのデ
ータのうち、2シーズン分を用いて閾値を設
定し、1シーズン分を評価するものであった。
このため、閾値の精度はあまり高いとは言え
ない。PISA法では、閾値の設定に5シーズン
程度のデータを用いることを推奨している。
特に、少ないデータでは上側95％信頼値が過
大に示される。より精度の高い評価を行うた
めには、各医療機関での継続的なデータの集
積が重要であると考える。 
データの収集に関しては、これまでの研究
において、日毎の外来・入院の患者数とその
うちのインフルエンザ患者数、日毎のインフ
ルエンザおよびその他の疾患における人工
呼吸器利用およびICUの入室状況、1週間あた
りの看護師・医師等におけるインフルエンザ
患者数については、医療機関それぞれのデー
タ収集のコストなどを考慮した上で実施可
能であることが示された。各医療機関の報告
数に着目すると、シーズン中のインフルエン
ザによる入院患者数は大きな変化があまり
見られない。このため、変動については週あ
たりの外来インフルエンザ患者数に着目し、
どの閾値の範囲に該当するかを監視すると
ともに、重症化による入院患者が極端に増加
していないか、また、看護師・医師等のスタ
ッフに流行が見られないことを確認するこ
とで、医療における負荷が少ないコストで定
量化できることが示唆された。 
 
D-2 入院サーベイランスの特性 
 2011/12～2013/14シーズンの3シーズンに
おける入院サーベイランスの全報告数（ゼロ
報告を除く）で、国立病院機構は全体の４．
８％を占めており、医療機関数に準じている
ことが示された。また、それぞれの総報告数
の比を期待値としたカイ二乗検定からは、I
CU利用、人工呼吸器利用、CT/MRI利用、脳波
利用のいずれにおいても有意差は認められ
なかった。そのため、国立病院機構と他の医
療機関における入院サーベイランスの特性
を考慮しながら、国立病院機構で得られたデ
ータを入院サーベイランスに加味すること
でよりよい解釈に繋がる可能性が示唆され
た。 
 
Ｅ．結論 
 基幹定点医療機関において、医療負荷につ
いて検討した。外来・入院におけるインフル
エンザ患者数、インフルエンザおよびその他
の疾患における人工呼吸器利用およびICUの
入室状況、1週間あたりの看護師・医師等に
おけるインフルエンザ患者数等についての
報告を受け、とりまとめた上で当該医療機関

や管轄自治体に還元することができた。医療
負荷に関する情報収集は実現可能であるこ
とが示された。今後、継続的に情報を収集し、
また解析手法についても検討を加えること
により医療機関ごとのベースライン策定に
繋げることが必要である。 
また、インフルエンザ入院サーベイランス
で報告された2011/12シーズン～2013/14シ
ーズンの国立病院機構に所属する医療機関
からの報告とそれ以外の医療機関からの報
告については、総報告数、入院時ICU、人工
呼吸、頭部CT/MRI、脳波の届出について有意
差はなかった。基幹定点医療機関における医
療負荷の把握方法の検討として、各医療機関
の複数年におけるインフルエンザによる外
来患者数データを元に、ベースライン設定の
検討を行った。解析手法についても検討を加
えることにより医療機関ごとのベースライ
ン策定に繋げることが求められていたため、
比較的容易にベースライン設定を行うこと
が可能なWHOで提唱されているPISA法を適用
し、ベースライン設定を行った。こうして設
定したベースラインを当てはめることで、外
来患者数の推移について検討し、その結果、
ベースラインから医療機関ごとの評価が可
能であることを確認した。 
 なお、本研究は以下の協力者ら（50音順）
の協力のもとに実施された（所属は当時）。
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図 1 週毎 A病院インフルエンザ外来患者数 2015年（2014/15シーズン）、2014年（2013/14シーズ
ン） 
 

 
図 2 日毎 A病院インフルエンザ外来患者数 2015年（2014/15シーズン）、2014年（2013/14シーズ
ン） 
 
 



 
図 3 A病院 インフルエンザ急性入院病床利用数 2015年（2014/15シーズン）、2014年（2013/14
シーズン） 
 

 
図 4 A病院看護師・医師等におけるインフルエンザ患者数 2015年（2014/15シーズン）、2014年
（2013/14シーズン） 
 



 
 

 
図 5 A医療機関 2013/14および 2015/16シーズンによる週あたりインフルエンザ外来患者数の閾値
設定,  2014/15シーズンへの閾値適用 
 
 
 

 
図 6 B 医療機関 2013/14および 2015/16シーズンによる週あたりインフルエンザ外来患者数の閾値
設定,  2014/15シーズンへの閾値適用 
 
 
表 1 医療機関 A・B・Cにおける総外来患者に占めるインフルエンザ患者の割合、急性病床に占める
インフルエンザ入院患者の割合、スタッフの罹患数、およびそれらのピーク、2015年（2014/15シー
ズン）、2014年（2013/14シーズン） 
 
（調査期間 2014年 1月 1日～2014年 3月 31日、2014年 12 月 29日～2015年 4月 5日） 

シーズン
（週当たりインフルエンザ患者数
/週当たり総外来患者数）の
ピーク値(%)

外来患者数に対するピーク
時期

(週当たりインフルエンザ入院患者数/週
当たり急性期病床利用数）のピーク値

(%)

入院患者に対する
ピーク時期

ピーク時の
週当たりスタッフ
罹患数（人）

週当たりスタッフ罹患数の
ピーク時期

2013/14 1.0% (41/4336） 2014/2/10-2/16 0.7%(23/3098) 2014/2/17-2/23 8 2014/1/20-1/26
2014/15 10.2% (88/861) 2014/12/29-2015/1/4 1.4%(45/3305) 2015/1/26-2/1 14 2014/12/29-2015/1/4

2013/14 1.5% (44/2929) 2014/1/27-2/2 0.7%(25/3596) 2014/3/3-3/9 33 2014/1/27-2/2
2014/15 1.8% (53/2945) 2015/1/12-1/18 1.4%(49/3469) 2015/1/5-1/11 20 2015/1/5/-1/11

2013/14 4.1% (100/2442) 2014/1/27-2/2 1.9% (48/2499) 2014/1/27-2/2 9 2014/2/3-2/9
2014/15 8.6% (254/2942) 2015/1/12-1/18 4.8% (121/2537) 2015/1/19-1/25 39 2015/1/12-1/18  



表 2 国立病院機構インフルエンザ入院サーベイランス 
 シーズン別・年齢群別・総数および入院時医療利用状況 
国立病院機構 合計
入院総数 0-14歳 211 42% 132 27% 201 39% 544

15-59歳 54 11% 62 13% 104 20% 220
60歳以上 242 48% 294 60% 206 40% 742
計 507 100% 488 100% 511 100% 1506

ICU利用 0-14歳 0 0% 0 0% 1 0% 1
15-59歳 1 2% 7 11% 0 0% 8
60歳以上 3 1% 9 3% 19 9% 31
計 4 1% 16 3% 20 4% 40

人工呼吸器 0-14歳 0 0% 1 1% 1 0% 2
15-59歳 1 2% 5 8% 0 0% 6
60歳以上 1 0% 10 3% 8 4% 19
計 2 0% 16 3% 9 2% 27

頭部CT/MRI 0-14歳 26 12% 18 14% 32 16% 76
15-59歳 2 4% 5 8% 0 0% 7
60歳以上 29 12% 28 10% 33 16% 90
計 57 11% 51 10% 65 13% 173

脳波 0-14歳 10 5% 4 3% 15 7% 29
15-59歳 1 2% 0 0% 0 0% 1
60歳以上 1 0% 0 0% 1 0% 2
計 12 2% 4 1% 16 3% 32

2011/12シーズン 2012/13シーズン 2013/14シーズン

 
 
 
表 3 国立病院機構以外医療機関 インフルエンザ入院サーベイランス 
 シーズン別・年齢群別・総数および入院時医療利用状況 
国立病院機構以外 合計
入院総数 0-14歳 5276 48% 3158 32% 4389 47% 12823

15-59歳 1074 10% 1099 11% 1190 13% 3363
60歳以上 4570 42% 5628 57% 3815 41% 14013
計 10920 100% 9885 100% 9394 100% 30199

ICU利用 0-14歳 90 2% 51 2% 93 2% 234
15-59歳 39 4% 36 3% 72 6% 147
60歳以上 162 4% 225 4% 204 5% 591
計 291 3% 312 3% 369 4% 972

人工呼吸器 0-14歳 51 1% 30 1% 65 1% 146
15-59歳 32 3% 26 2% 61 5% 119
60歳以上 118 3% 141 3% 145 4% 404
計 201 2% 197 2% 271 3% 669

頭部CT/MRI 0-14歳 708 13% 415 13% 455 10% 1578
15-59歳 76 7% 86 8% 101 8% 263
60歳以上 356 8% 426 8% 372 10% 1154
計 1140 10% 927 9% 928 10% 2995

脳波 0-14歳 267 5% 145 5% 171 4% 583
15-59歳 11 1% 19 2% 23 2% 53
60歳以上 13 0% 22 0% 18 0% 53
計 291 3% 186 2% 212 2% 689

2011/12シーズン 2012/13シーズン 2013/14シーズン

 
 
 



表 4 インフルエンザ入院サーベイランス  
国立病院機構および国立病院機構以外の医療機関における報告数（再掲）とカイ二乗検定結果 

国立病院機構 その他 P値
ICU利用（総数） 40 972 0.232995
人工呼吸器利用（総数） 27 669 0.280161
CT/MRI利用（総数） 173 2995 0.059983
脳波（総数） 32 689 0.693909

ICU利用（総数） 40 972 0.232995
ICU利用(0-14歳)（総数） 1 234 0.001829
ICU利用(15－59歳)（総数） 8 147 0.809781
ICU利用(60歳以上)（総数） 31 591 0.783909

人工呼吸器利用（総数） 27 669 0.280161
人工呼吸器利用(0-14歳) 2 146 0.051914
人工呼吸器利用(15－59歳) 6 119 0.97905
人工呼吸器利用(60歳以上) 19 404 0.802767

CT/MRI利用（総数） 173 2995 0.059983
CT/MRI利用(0-14歳) 76 1578 0.766783
CT/MRI利用(15－59歳) 7 263 0.095587
CT/MRI利用(60歳以上) 90 1154 3.79E-05

脳波（総数） 32 689 0.693909
脳波(0-14歳) 29 583 0.98935
脳波(15－59歳) 1 53 0.316706
脳波(60歳以上) 2 53 0.6978  
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厚生労働科学研究費補助金 

（新型インフルエンザ等新興・再興感染症研究事業（新興・再興感染症及び予防接種政策推進研究事業）） 

 

感染症発生時の公衆衛生的対策の社会的影響の予測及び対策の効果に関する研究 

総合分担研究報告書 

 
季節性インフルエンザ及び新型インフルエンザ発生時の 
リスクアセスメントのためのサーベイランス 

 
研究分担者  谷口 清州 （国立病院機構三重病院臨床研究部長） 
研究分担者  堀口 裕正 （国立病院機構本部総合研究センター主席研究員） 
 

研究要旨 

 国立病院機構にて全国 143 病院から毎月業務上収集されている DPC・レセプトデータか

らデータベースを作成し、季節性インフルエンザにおいて、インフルエンザによる外来受診

者数の全外来受診者に占める割合、時間外外来受診者数とそれに占めるインフルエンザ

患者の割合、全入院数に占めるインフルエンザ患者の割合、インフルエンザによる病床占

有率、入院患者に占めるハイリスク者、重症者の割合などを算出して、季節性インフルエン

ザのベースラインと閾値を設定した。これらは、現在国立病院機構にて整備中の 40 医療機

関程度を結んだリアルタイム電子カルテネットワークにおいても適用可能と考えられ、また個

別の医療機関でも同様の評価が行えることが示唆された。これらの NHO のオンラインデー

タベースを使用することによって、新たな負担を増やすことなく、インフルエンザの流行と重

症度について、効率的にリスクアセスメントができることが示され、個別医療機関でその負荷

の指標となり、またパンデミック発生時にはリアルタイムで、重症度や医療負荷の評価が出

来ることが期待される。 

 

Ａ．研究目的 

 我が国では、新型インフルエンザへの事

前準備として、主にA/H5N1亜型の高病原

性を想定した準備が行われていたが、

2009 年に発生した実際のパンデミックは

A/H1N1 亜型で多くは軽症であった。政府

の新型インフルエンザ対策の評価は、厚生

労働省新型インフルエンザ対策総括委員

会において議論されているが、あらかじめ

決められたガイドラインに沿って対応され

重症度に応じた対応ができなかったこと、

新型インフルエンザ発生時のみの入院サ

ーベイランスでは過去の季節性の状況と比

較できず、重症度がきちんと評価できなか

ったことなどが挙げられている。世界保健

機関（WHO)においても同様の議論があり、

フェーズ分けが単に地理的な伝播だけで

規定され、重症度などを評価したものでは

なかったこと、その結果、対応が柔軟性に

欠けたことが取り上げられている。 

 これらに基づき、WHO は Pandemic 

Guidance を改訂したが、改訂の基本方針



 64

は Risk assessment に 基 づ く Risk 

managementである。日本政府もWHOガイ

ドラインを踏襲し、発生時にリスクアセスメン

トを行って、病原性・感染力に応じて柔軟

な対策をとることが国の行動計画にも明確

に記載されている。WHO は新型インフル

エンザ出現時にリスクアセスメントのための

３つのコンポーネント（Transmissibility；感

染性、Seriousness of clinical illness；臨床

症状の重症度、Impact on the health care 

sector；ヘルスセクターへのインパクト）を提

唱している。 

 しかしながら、現状では日本にはリスクア

セスメントを前提としたサーベイランス／情

報収集体制はなく、事前に準備しておくこ

とが緊喫の課題である。一方では、サーベ

イランスというものは、臨床現場からの報告

に端を発し、それが地域単位でまとめられ

たのち、中央に集約され、解析・評価・還元

されて対策に活かされる。臨床現場からの

正確で迅速な報告が最も重要であるが、新

型インフルエンザ発生時、あるいは季節性

インフルエンザであっても流行極期には臨

床現場は非常に多忙であり、その報告の

負担も考慮する必要がある。 

 近年臨床現場での電子カルテの導入は

一般化しており、すべての所見、検査オー

ダー、処方などはすべて電子カルテを通し

て行われるため、この時点で入力されたデ

ータをサーベイランスに利用すれば、臨床

医はサーベイランスのために新たに作業を

行う必要は無く、負担が軽減され、かつ、

報告漏れも最小限となることが期待される。

これまでも電子カルテを利用したサーベイ

ランスシステムは考えられてきているが、そ

の規格の違いやネットワークにて基本的に

個人情報である電子カルテ情報を共有す

るのにはいろいろな困難があり、流行のトレ

ンドを追う以上に十分な情報を集約するこ

とは難しかった。 

 一方、国立病院機構では過去、国立病

院機構三重病院を中心としてインフルエン

ザのリアルタイムサーベイランスを行ってき

た実績があり、また国立病院機構本部では

全国の国立病院機構所属病院の DPC・レ

セプト情報を通常業務として月単位で集約

しており、これらは必要な業務的な処理を

行った後には、順次データベースとして保

存されている。これを二次的に利用するこ

とによって、現場に負担をかけずに全国の

国立病院の受診、入院した症例の情報を

解析することができる。また、もともとの目的

から、病床稼働率などが算定出来るような

構造になっているため、季節性／新型イン

フルエンザ発生時に、その医療負担を評

価できる可能性がある。 

 これらのデータは現状では業務上の目的

おいて、1 か月に一回のデータ収集に留ま

っており、実際の流行中には 1 か月遅れと

なってしまう。しかしながら現在国立病院機

構にて整備中の SS-MIX2 規格を用いた電

子カルテネットワークでは、一日遅れのデ

ータが入手可能となっており、これを使用

することによって、リアルタイムに近い、イン

フルエンザの患者受診状況、入院状況とと

もに、その重症度やベッドの占有状況など

の医療機関への負荷を評価すること出来

る。もちろん、個別の医療機関でも毎日の

データを解析することによって、患者の受

診状況やベッドの占有状況を把握すること
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ができ、これは医療体制の負荷の度合いも

日々評価することができる。 

 本分担研究の目的は、新型インフルエン

ザ発生時に、迅速にリスクアセスメントがで

きることを目標として、事前にその枠組みを

作成し、必要な Indicators を設定し、季節

性インフルエンザの状況を把握することに

よって、ベースラインデータとして、パンデミ

ック発生時には、季節性と比較することによ

って、パンデミックのインパクトの評価を可

能にするサーベイランス体制を設置してお

くことである。リスクアセスメントの 3つのコン

ポーネントのうち、Transmissibility は、疫学

調査などによってTransmission treeの解析

などから、Attack rate、Secondary attack 

rate、Generation time、基本再生産率（R0）

などを算出して検討する必要があるため、

医療機関における患者情報からは評価で

きない。故に、今回の目的からは除き、臨

床的重症度、医療機関へのインパクト（負

荷）の二つを対象とする。まず、国立病院

機構本部において電子カルテデータから

抽出されたデータをリスクアセスメントの観

点から検討評価し、これらのサーベイランス

への応用の現実性、その有効性を検討す

る。最終的には記述的な重症度評価と含

めて、国立病院機構ネットワークを用いたリ

スクアセスメントのための情報収集と提供

体制について提案を行う。 

 

Ｂ．研究方法 

 レセプト／DPC データは上述のように国

立病院機構本部が通常業務として収集さ

れているが、順次データベースとして構築

されている。データの構造解析、データ抽

出、研究データベースの構築について、堀

口分担研究者によって行われている。本分

担研究として、リスクアセスメントに必要な

Indicators を設定し、それに必要な基礎デ

ータを確定したあと、堀口分担研究者によ

って、すべての個人情報が含まれない形

にてデータを抽出し、そのデータを元に以

下の解析を行う。 

 データ使用について、倫理委員会にて承

認を受けた後、国立病院機構本部に使用

申請を行い、データの提供を受けた。提供

を受けるデータは、2008/09、2009/10、

2010/11、2011/12、2012/13、2013/14 の

それぞれのシーズンにおける解析を必要と

するため、2008 年 7 月から 2014 年 8 月ま

でとし、必要な項目について以下に記述す

る。 

1）対象とする病院とその属性について 

①全病院について全病床数、全外来患者

数を母数とした検討および各病院別の全

病床数と全外来患者数を母数とした検討 

②全病院について、急性病床数、一般外

来患者数（特殊外来・フォローアップ外来

を除く）を母数とした検討および各病院別

の急性病床数と一般外来患者数（特殊外

来を除く）を母数とした検討 

③全病院をそれぞれ、慢性病床（精神科を

含む）をメインとする、あるいは神経難病な

ど特定疾患患者の入院がほとんどである

病院と慢性病床と急性病床を併せ持つが、

地域において急性疾患の基幹病院と位置

づけられる病院に分類し、それぞれの類型

で検討する。 

④上述の検討を、年齢群別で行う。一般的

には小児科は14歳以下で、内科はそれ以
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上であるので、0-14 歳、15-64 歳、65 歳以

上の3区分で行うが、入院症例別の検討で

は、より細かい 0-4 歳、5-9 歳のように 5 歳

刻みで行う。 

2）検討する Indicators について 

①外来における指標（流行状況の指標） 

外来患者数に占めるインフルエンザ患者

数比率：インフルエンザ診断数／外来患者

数（一般外来者数、時間外・救急受診者

数） 

②入院における病院への負荷の指標 

インフルエンザ病棟占有率：インフルエン

ザ入院数／全急性入院患者、インフルエ

ンザ新入院数／全新入院数 

③インフルエンザの重症化の指標 

酸素療法例／全インフルエンザ入院数（あ

るいは全急性入院患者、全入院患者） 

非侵襲的陽圧換気（NPPV）施行件数/全イ

ンフルエンザ入院数 

人工呼吸器療法施行件数／全インフルエ

ンザ入院数 

ECMO実施数/全インフルエンザ 

CT/MRI 施行件数／全インフルエンザ入

院数 

死亡退院数／全インフルエンザ退院数 

④リスクグループの評価 

インフルエンザ入院例、酸素使用例、人工

呼吸器例、死亡例における年齢分布 

インフルエンザ入院例、酸素使用例、人工

呼吸器例、死亡例における基礎疾患比率

（特定疾患指導管理料算定） 

3）Indicators の閾値の設定 

 WHO のパンデミックインフルエンザの評

価ガイドラインに沿って、上記それぞれの

indicators について統計学的な検討を行い、

全データの median を季節性流行閾値、シ

ーズン毎のピークの平均を季節性流行の

標準として季節性ピーク平均、この平均値

と季節性流行閾値の中間値を中間閾値、

そして季節性ピーク平均の 90％信頼区間

の上限を警戒閾値として計算した。これら

から、季節性インフルエンザのベースライン

を設定し、パンデミック発生の際には、警戒

閾値との差違で、パンデミックのインパクト

を評価するものとする。 

 

（倫理面への配慮） 

 解析に使用するデータは、すべて個人情

報を含まない集計データを用いるため、倫

理的な問題は発生しない。また、データの

使用に関しては、国立病院機構三重病院

倫理審査委員会の承認を受けている。 

 

Ｃ．研究結果 

C-1）抽出データ 

 業務上で収集しているレセプト／DPC デ

ータのデータベース整備と抽出は、

2012/13、2013/14、2014/15 シーズンと、3

シーズンのデータについて、個人情報を削

除した形で、入院例ラインリスティングデー

タ（表１）と外来・入院データのファイル構造

（表２）のように抽出・集計した。 

C-2）データ解析 

 初年度は、データの基本的な解析を行い、

一般外来受診者数とそれに占めるインフル

エンザ患者の割合、在院患者数に占める

インフルエンザ患者数の割合の傾向を分

析し、感染症法に基づく発生動向調査のト

レンドとほぼ一致していることが判明した。

また全インフルエンザ入院患者数に占める、
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酸素療法、人工呼吸療法、死亡退院の比

率により、重症度の評価に使用できると考

えられた。また年齢群別のインフルエンザ

入院や基礎疾患の状況もあきらかとなっ

た。 

C-2-1）外来におけるインフルエンザのイン

パクト 

 解析は今後感染症法に基づく発生動向

調査との比較検討を行うために、発生動向

調査の調査日付枠と同様の疫学週にて集

計を行った。全病院、慢性期病床が中心

である医療機関を除外した急性期疾患を

中心にみている医療機関、地域の基幹医

療機関にわけて解析を行ったが、そのトレ

ンドはほとんどかわらなかった。これにより、

今後新たなリアルタイム電子カルテネットワ

ークで収集される基幹医療機関のみの解

析で、十分評価が出来ると考えられたため、

以降の結果は基幹病院のものを示す。 

 毎週のインフルエンザ患者受診者数とそ

れの総外来患者数に占める割合の推移を

図１に示す。インフルエンザ患者数はピー

ク時 1週間に 7,000-9,000 名で、その割合

は平均 4.1％であった。グラフ中一時的に

高くなっているのは年末で、このときには外

来受診全体に占めるインフルエンザ患者

の割合が非常に高くなっている。全体の外

来患者に占める割合も、年末のスパイクも

2014/15 シーズンにて最大であったが、設

定された警戒閾値は超えていなかった。同

様に時間外外来患者数に占めるインフル

エンザ患者の割合のピーク値（図２）は、平

均で36％、2014/15シーズンに最大であっ

たが、同様に警戒閾値は超えていなかっ

た。 

C-2-2）入院病床におけるインフルエンザ

のインパクト 

 入院症例数も外来受診者数と同様に疫

学週にて集計を行った。インフルエンザに

よる新入院患者数は、流行を反映して、

2014/15 シーズンに大きなピークを描き（図

３）、全新入院患者数に占めるインフルエン

ザ患者の割合のピークも平均 9.8％のとこ

ろ、13.7％に達した（図４）。在院患者数に

占めるインフルエンザ患者の割合のピーク

平均は 12％で（図５）、2012/13、2013/14

シーズンでは超えていなかったが、

2014/15 シーズンではこれを超えていた。

WHO ガイドラインにて算出した警戒閾値

は 16％であり、これを超えることはなかっ

た。 

C-2-3）インフルエンザの重症度 

 インフルエンザ入院例における、死亡退

院数は過去 2 シーズンに比して、2014/15

シーズンでは大きく増加したが（図６）、退

院患者を分母にとった死亡退院の割合は、

3 シーズンで大きく変わることはなかった

（図７）。人工呼吸器施行率（図８）は、イン

フルエンザ入院患者の3-4％で2014/15シ

ーズンは、過去のシーズンよりも低い値を

示した。頭部 CT の施行率はインフルエン

ザ入院患者の 30-40％にて施行されてい

たが、3 シーズンにおいて大きな変化はな

かった。 

C-2-4)個別医療機関での解析 

 これまでの解析で、パンデミック発生時に、

電子カルテネットワークのデータを使用す

ることにより、現場に新たな負担をかけるこ

となく、そのインパクトを評価出来ることが

判明したが、実際にパンデミックが発生し
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たときに、患者が集中して混乱することが

危惧されるのは個々の医療機関である。当

然のことながら、個々の地域の医療機関は、

その地域の特性や周辺の医療機関の状況

に影響を受けるため、患者集中により破綻

することは防止しなければならない。 

 このため、全体の医療機関で行った解析

を、個々の医療機関レベルでも行った。図

11 に一つの医療機関の例を示すが、週毎

のデータにばらつきがみられるのは地域の

影響と考えられるが、全体解析と同様に、

閾値を設定したところ、季節性インフルエ

ンザとのベースラインとの比較によって、イ

ンパクトの評価に堪えうるものと考えられ、

医療機関全体の Capacity を考慮すれば、

季節性の負荷を遙かに超えることが予想さ

れた場合に、院内の診療体制の転換のた

めのポイントとして、使用することができると

考えられた。 

 

Ｄ．考察 

  本来であれば、2009 年のデータを同時

に解析することができれば、パンデミック

2009 のインパクトともに、季節性インフルエ

ンザのベースラインを比較することができた

のであるが、2012 年以前のデータ構造が

異なるためデータベースへの変換が非常

に難しく、これはできなかった。 

 WHO のインフルエンザのインパクトの評

価ガイドラインでは、基本的に季節性イン

フルエンザのデータからベースラインを設

定し、これとの比較によってパンデミックの

インパクトを評価するように設計されている。

この WHO のガイドラインに沿って、季節性

インフルエンザのインパクトと重症度の評価

を行った。 

  2012/13、2013/14、2014/15 の 3 シーズ

ンのインフルエンザの流行は、それぞれ

A/H3N2、A/H1N1pdm09 と B 型、A/H3N2

が主流行株で有り、特に 2014/15 シーズン

は流行開始が早く、患者数が多く、巷では

重症例が多かったとの感触であった。感染

症発生動向調査による累積患者報告数は、

それぞれ 238.94、300.94、288.76 にて、

2013/14シーズンにB型がシーズン後半に

多発したため、累積患者数は多かったが、

ピークは 2014/15 シーズンが最も高かった

（図９）。 

  外来受診者数に占めるインフルエンザ

患者数のピークは 2012/13 シーズンが

3.95％、2013/14 シーズンが 3.76％に比し

て、2014/15 シーズンは 4.69％と最も高い

ピークを記録し、巷での患者数が多かった

というのは、このピーク時の高さを反映して

いるものと考えられた。特にこれは時間外

外来患者数に占めるインフルエンザ患者

の割合が顕著で有り、他のシーズンよりも

10 数パーセント高い値であった。 しかしな

がら、WHO の評価ガイドラインによる平均

値は超えていたものの、警戒閾値には達

せず、過去の経験から大きく逸脱した値で

はないと考えられた。 

  インフルエンザによる新入院患者は、シ

ーズン毎に大きな変化は無かったが、週毎

の入院数は 2014/15 シーズンでピークが

高かった。新入院患者数にしめる割合はそ

のピークをみると 13.7％と他の 2 シーズン

の 8.6％、7.1％を大幅に上回っていた。こ

れは一時的にせよ、医療機関外来にとって

の負担ではあったと考えられるが、季節性
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変動の範囲内であった。同様に病床占有

率も過去 2 シーズンに比して増加している

ことも示された。 

  インフルエンザの重症度評価として、人

工呼吸器施行例を年齢群別にカウントした

（図 10）。施行例数はシーズン間で大きな

差違は無かったが、A/H3N2 が流行した

2012/13、2014/15 シーズンでは高齢者の

数が多かった。一方では入院インフルエン

ザ患者を分母にとって、人工呼吸器施行

例を分子にとって割合をみてみると（図８）、

シーズン間の大きな差違は無く、特にこれ

らのシーズンに呼吸器施行例が増加して

いるわけではなく、分母と分子が双方とも

高齢者の数が増えているものと思われた。 

  インフルエンザ死亡退院症例は、年齢

群別集計では2014/15シーズンにあきらか

な増加がみられた（図６）。これは巷で言わ

れていたように、実際にこのシーズンの死

亡例は多かったということになる。多くは 65

歳以上の高齢者である。インフルエンザ患

者退院数を分母にとって、入院症例の死

亡率を検討してみたところ、死亡率自体は

過去と大きくは変わっていなかった（図７）。 

  以上のデータから、2014/15 シーズンの

インフルエンザは、流行が早期に開始して、

規模も大きかったとされているが、早期に

開始したのは、疑いのない事実であったが、

規模自体は過去と大差なく、短期間に集

中したために外来と入院数が急速に増加

したことにより、インパクトとしては大きかっ

たと考えられる。また死亡数は実際には多

かったものの、そのウイルスの病原性が高

かったり、臨床的重症度が高かったという

エビデンスはなく、高齢者にて罹患数が大

きかったため、最終的な入院比率、人工呼

吸器施行数、そして死亡数が大きかったも

のと考えられた。実際、国立感染症研究所

で推計されている超過死亡数は、2014/15

がこの 3 シーズンでは最も高かった。 

 これらから、これまでにインフルエンザの

サーベイランスは、基本的に分子情報のみ

で評価されており、最終的に死亡者が多か

ったりすると、今シーズンのインフルエンザ

では重症度が高かったのではないかとも考

えられることもある。しかしながら、分母を同

時に解析することによって、死亡者が高か

ったのは、その罹患年齢群が、特にハイリ

スクである高齢者層で多かったために、イ

ンフルエンザウイルスの重症度が高かった

というわけではなかったというリスクアセスメ

ントがなり立つのである。 

 今回の解析を通して、世界保健機関

（WHO）のガイドラインに基づいたリスクア

セスメントのための閾値も設定してみたが、

いずれも季節性の平均とその 90％信頼区

間の上限の間にはいっていた。もう少し解

析シーズンを増やしての検討が必要である

が、WHO の設定している閾値は妥当なも

のと考えられる。 

  世界保健機関（WHO）は、新型インフル

エンザへの対応ガイドラインとして発表して

いる「Pandemic Influenza Risk Management 

WHO Interim Guidance」において、core 

severity indicators として、インフルエンザ

症例における肺炎発症率、全入院数に占

める呼吸器症状による入院比率、全入院

数に占めるインフルエンザの入院比率、人

工呼吸器を必要とした症例数の比率、救

急外来を受診したインフルエンザ患者比率
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などを recommend している。今回の解析に

より、国立病院機構の電子カルテデータに

より、毎日の外来患者数や入院患者数、在

院患者数など分母情報が利用できるため、

これらの分母を含んだ指標を効率よく算出

できることが判明し、より精度の高いリスクア

セスメントが可能である。また、国立病院機

構のデータは、国立病院機構本部が業務

として収集しているものであり、サーベイラ

ンスのための新たな現場の負担はなく、よ

り正確な評価が可能と考えられた。 

 また、これらの手法は個々の医療機関に

も適応可能であり、上述のように地域の医

療機関において、医療負荷を季節性イン

フルエンザのベースラインと比較することに

よって、患者数が増大した際に、院内の診

療体制を転換するための資料とすることが

できる。この手法は、国立病院機構病院で

なくとも、院内の電子カルテデータから同

様のデータを抽出して解析を行うことにより、

地域の医療体制の評価にも用いることがで

きる。また、万が一、スタッフの欠勤が著しく、

診療 Capacity が低下する際には、閾値を

下げることによって、早期に院内診療体制

を再編することによって、医療体制の破綻

を防止できるかもしれない。 

  今後、国立病院機構本部におけるデー

タベースからのデータ抽出を包含したシス

テムを作成することによって、来たるべき新

たなパンデミックの際には迅速に現場の負

担を最小限に抑えてパンデミックのリスクア

セスメントを行うことが期待される。また、こ

の解析から医療機関への負担も同時に評

価できることが判明したが、パンデミックが

発生した際には、スタッフ自身の罹患と公

衆衛生対応によって、出勤できないスタッ

フが発生する。これにより、医療機関全体

の Capacity が減少することが予測され、こ

れによって閾値を下げていくことによって医

療機関への影響を最小限に抑えることも期

待される。医療機関の Capacity が減少す

れば、直ちに医療体制の変更が必要となり、

このタイミングの決定にも使用できるかもし

れない。 

 

Ｅ．結論 

 国立病院機構がその業務として収集して

いる電子カルテデータは、サーベイランス

システムとして整備することによって、インフ

ルエンザの重症度、医療機関への負荷を

評価できることが示唆された。実際に 3 シ

ーズンの季節性インフルエンザにて解析し

たところ、2014/15 シーズンの死亡数の増

加は、疾患の重症度が上がったわけでは

無く、罹患年齢層がより高齢者層で多かっ

たために起こったことであることがうかがわ

れた。また、これらのデータは季節性インフ

ルエンザ流行の流行、医療機関への負担、

そして重症度におけるベースラインと閾値

を設定することが可能であり、新型インフル

エンザによるパンデミックが発生した場合

には、重症度評価や医療機関への負担の

評価に使用できることが期待される。 

 

Ｇ．研究発表 

 特記事項なし 

  

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 特記事項なし 
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表１．入院例ラインリスティング 

システム名称 テーブル名 

インフルエンザ研究 １退院患者１行データ 

   
COL COL 名称 説明 

1 nhocd 病院コード 

2 年齢区分 1：0-4  2：5-9  …21：100- 

3 性別 1：男  2：女 

4 入院日 ０～９からなる８桁の数字 YYYYMMDD 

5 退院日 ０～９からなる８桁の数字 YYYYMMDD 

6 在院日数   

7 初日の入院基本料区分   

8 入院基本料算定日数   

9 死亡退院  1：死亡退院  0：その他 

10 CT（回数）   

11 MRI（回数）   

12 酸素療法（日数）   

13 非侵襲的陽圧換気（NPPV）（日数）   

14 人工呼吸（日数）   

15 ECMO（日数）   

16 疾患 疾患別 0：なし  1：疑い  2：あり（確定） 

17 投薬回数（タミフル、リレンザ、イナ

ビル・ラピアクタ）  

４種別 

18 検査回数（インフルエンザ迅速キッ

ト） 
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表２．外来・入院数統計 

システム名称 テーブル名 

インフルエンザ研究 １病院１日１項目１行データ（入院） 

   

COL COL 名称 説明 

1 nhocd 病院コード 

2 日付 ０～９からなる８桁の数字 YYYYMMDD 

3 項目 別紙参照 

4 年齢区分 その日の年齢 1：0-14  2：15-64  3：65- 

5 値   

   

   

   

システム名称 テーブル名 

インフルエンザ研究 １病院１日１項目１行データ（外来） 

   

COL COL 名称 説明 

1 nhocd 病院コード 

2 日付 ０～９からなる８桁の数字 YYYYMMDD 

3 項目 別紙参照 

4 年齢区分 その日の年齢 1：0-14  2：15-64  3：65- 

5 値   
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図１．週別インフルエンザ患者数および週別インフルエンザ患者数／総外来受診数 

 

 

図２．週別時間外インフルエンザ患者数／総時間外受診数 
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図３．週単位総インフルエンザ新入院数 

 

 

図４．インフルエンザ新入院数／総新入院患者数 
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図５．インフルエンザ患者数／総在院患者数 

 

 

図６．インフルエンザ死亡退院数 
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図７．インフルエンザ死亡退院数／総インフルエンザ患者退院数（累積） 

 

 

図８． 人工呼吸施行例／全インフルエンザ入院患者数 
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図９．感染症発生動向調査による流行状況 

 

 

図 10．年齢群別人工呼吸器施行数 
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図 11．医療機関 Aにおけるインフルエンザ新入院患者数と総新入院に対する割合 

 

 

図 12．一医療機関における総新入院に占めるインフルエンザ患者の割合と Alert レベル 
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